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【抄録】見学の学習効果は事前・事後の調査などから明らかにされている．しかし，図書

館においては，見学報告に比べ効果検証や見学方法論の研究が乏しい．本研究では，見学

先の負担軽減や図書館情報学教育の質向上、比較図書館学研究支援のため，効果的な見学

方法の開発を試みている．本稿では，見学関連文献の内容分析による概況整理，他分野の

状況を踏まえたワークシートの試作，ワークシート利用結果の報告を行う．

1

．はじめに

　図書館見学（または訪問，視察．英：

Library　Visit，　Library　Tour．本稿では以

降，見学と表記する）は，図書館情報学教

育や比較図書館学研究，導入検討調査など

において，現在まで様々な形式で行われて

いる国．

　見学による教育・学習の効果は，主に視

聴覚教育の一環として社会科教育の分野で

検討されてきた［2】．医学・コメディカル分

野の教育機関では，実習の一種として見学

が行われており，その教育効果に関する研

究がみられる【3】．近年では，工学分野にお

いて専門家・一般の合同見学会や大学の学

部科目での導入事例で効果検証がみられる

［4工［51・

　しかし，図書館見学においては，後述す

るようにその質・効果に関する研究が乏し

い．図書館は類縁機関の博物館と異なり，

見学という利用形態あるいはサービスを主

としていない．見学会でない通常の開館中

であれば見学者とは別に一般利用者が存在

しうるし，案内担当以外の職員も通常のサ

ー ビスを行っている可能性が高い．そのた

め，見学先の負担や利用者への迷惑を軽減

できるよう，限られた機会での効果的な見

学が求められるといえる．

　本稿では，まず既存見学関連文献の調査

と内容分析を行い，見学方法に関する研究

の課題を明らかにする．次に効果的な見学

方法について，他分野の事例を踏まえて検

討する．そして，検討に基づき見学方法を

提案する。提案を実践し，その結果をまと

める．

2．図書館見学の概括

2．1ここ15年の図書館見学報告

　学術的な出版物における日本語での図書

館見学報告を調査した．第二次世界大戦後

の最も古い見学報告は，1949年の『図書館

雑誌』掲載のものがある［6】．まとまった記

事としては，『図書館の学校』の「Library

Review」，『情報の科学と技術』の「見学

会報告」が挙げられる［71．

　ウェブでは，「図書館アポなし見学記」

と「東京図書館制覇！」が挙げられる【8】［g】．

図書では，西川（2004，2008），宍道
（2008）が挙げられる［10】［11】［12】．図書館関

係出版物に現れない見学報告として，議員

による視察が挙げられる．

　本稿では，まず雑誌記事索引と記事の参

考文献を用いて調査したうち，把握できた

1998年以降の202件について内容分析の結

果を述べる．表1に，記事から明らかな，

報告者属性，見学先館種，見学先所在地，

見学機会，解説の有無の明記，をそれぞれ

示す．

　　　表11998年以降の見学報告
　　　　　　　報告者属性＊
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図書館員

研

究

者

団体

職

その

他

不

明

公

共
大学 国

立
専
門

学
校 56 6 51 35

12 21 2 0 14

見学先館種＊＊

公共 大学 国立 専門
学
校

102 50 17 12 21

見学先所在地

東
京

その

他日

本

韓
国

アメ

リカ

イギ

リス

イタ

リア

スウェ

ーデ
ン

フイン

ラン

ド

その

他

国

29 97 16 20 5 4 6 2 15

見学機会＊＊＊

学会 研修 その他

22 10 170．

解説の有無の明記
あり なし

96 106

課亘的に字校覗と覗教諭はま蹴研究勧分鞭剛llし肋

棄凝棄締綿囎閣齢罐では重複しなか。t．．

　研究者が最も多いのは連載記事を担当し

ていたためである．表から省いたが，見学

先を匿名とした記事がみられた．

　これらのうち，見学方法論についての言

及はみられなかった．いずれも見学報告自

体が目的の記事であるためと措定される．

2．2図書館見学方法の関連研究

　図書館見学方法論の関連研究としては現

状，江上（2005）以外にみられない［13］．

しかし，見学者個人に対するノウハウの教

示に留まっている．

　受け入れ側の記事として，石垣ほか

（1994），谷嶋ほか（1994），筑波大学附

属図書館図書館公開係（2002），物井
（2012）が挙げられる［14］［151［161【17】．これら

の中では効果を高めるためのツールの利用

がみられる．しかし，先述の既存文献では，

見学用のセルフガイドやワークツールを用

いた旨の記述はみられなかった．

2．3社会科および博物館における効果的な

見学方法開発

　図書館見学に援用する方法論として，小

中学校における社会科見学と博物館見学に

着目した．

　教育技術法則化運動（TOSS）のグルー

プは，社会科教育の見学において「見学先

で、目についてことを全部記録するように

しなさい」という記述による効果向上を主

張している［18】．

　記述を用いた見学効果の向上をおこなっ

ている分野に博物館がある．’博物館におけ

る見学では，（展示の）鑑賞・見学を補助

するツールとして，ワークシート（Work

Sheet）が用いられる．ワークシートは，

博物館内で携行し，資料を観察しながら設

問や課題を解決する補助的教材である．シ

ー ト以外の形式も含むとセルフガイドと総

称される．英語圏ではアクティビティシー

ト（Activity　Sheet）とも呼ばれる．鑑

賞・見学に際して興味を喚起したり，目的

を明確化して理解を深めたりするために用

いられる［1g】．ケースステディでみられる想

定利用者の多くは幼児・児童・生徒である

が，一般向けにも存在する．

　博物館のワークシートは図書館と異なり，

博物館自体の学習を直接の目的とはしない

が，博物館利用教育でも利用され，引率教

員の育成にも利用されることから，図書館

にも援用可能ではないかと考えられる【20］．

図書館用ワークシートには徳田（2009）が

あるものの，小中学生向けに限られる［21】．

3．見学ワークシートの試作と利用

3．1想定される見学形式

　見学の形式は，1）見学者，2）見学先，

3）見学目的，4）見学方法，5）見学機会，

の勇1素によって区則でぎる陀老身ち才1る．

楴誹六れる要素について，児学者属性を列

挙して表2に示す．

　　　　　　表2　見学者属性
A）職種 a）LIS習熟度★ ア）見学知識

1 図書館員（公
共）

Novice Novice

2 図書館員（大
学）

Advanced
Beginner

Advanced
Beginner

3 図書館員（国
立）

Competent Competent

4 図書館員（学
校）

Proficient Proficient

5 図書館員（専 Expert Expert
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門）

6 一般行政職

7 議員・首長

8 団体職員

9 司書教諭

10 その他教諭

11 研究者（LIS）

12 研究者（他分
野）

13 一
般（学生）

14 一 般（児童・生

徒）

15 一般（保護者）

16 一
般（友の会）

17 一
般（その他）

＊凶｛匪朗情報字をuSと 猶記し（いる

　A）見学者の職種は，既存の見学報告から

設定した．a）LIS習熟度は，医師・看護

師などで用いられるDreyfusらの技能発達

5段階モデルによる［22】。ア）見学知識は，

博物館で用いられるHooper－Greenhillの

初心者条件を基に設定した［23】．ア1）

Noviceは図書館来館回数が過去3回未満，

ア2）Advanced　Beginnerは図書館来館回

数が過去3回以上で，年間来館回数が3回未

満，ア3）Competentは年間来館回数が3

回以上で，図書館見学回数が過去3回未満，

ア4）Pro丘cientは図書館見学回数が過去3

回以上，ア5）Expertは年間図書館見学回

数が3回以」二，である．

3．2ワークシートの試作

　今回はまず，A13－a3一ア2に該当すると考

えられる司書科目受講者を見学者として，

ワークシートを試作した．既存のワークシ

ー トはまず，特定施設向けと汎用向けに分

けられる．更に両者で，自由記述型，穴埋

め型，選択肢型，設問型，の4類型に分け

られる．試作したワークシートは，汎用的

なものを志向して，記述分析を行うための

自由記述型である．ただし，記述内容の分

類として，A）事前発見内容，　B）自己発見

内容，C）他者発見内容，　D）事後発見内容，

の4種類を設け，見学の経過に伴う推移を

分析可能なかたちとした．

3．3試作ワークシートを利用した見学

　2013年7月6日（土）に短期大学司書科

目受講2年目の女子学生11名で「図書館サ

ー ビス特論」として東京都内3館の見学を

実施した．見学先は，国立国会図書館東京

本館，千代田区立日比谷文化館，豊島区立

中央図書館の順である．最後の豊島区立中

央図書館のみ職員による解説を実施した．

　見学に際し，5件法でのアンケートを行

った．質問は，1）図書館について，2）図

書館サービスについて，3）図書館員の業

務について，4）図書館見学の方法につい

て，の4項目である．しかし，アンケート

の比較に関しては研究利用の拒否が生じた

ため，割愛する．

3．4ワークシート利用結果および内容分析

　見学参加者には見学レポートとワークシ

ー トの提出を，不参加者には単独での見学

とそのレポート提出をそれぞれ求めた．そ

の結果，10名分のワークシートとそれに基

づくレポート、1名分のワークシートに基

づかないレポートを得た．ワークシートの

記述内容を整理し，分析した．分析にはR

と1（HCoderを利用した1241．

　ワークシート全体で，510の文があった．

1人あたりの各館ごとの文数と平均文数の

推移を図に示す。
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図1ワークシート記述量

　疲労による記述量の減少傾向と解説によ

る増加を仮定したところ，平均は
NDL15．9文，日比谷15．4文，19．7文と概ね

そのように推移した．

　抽出された特徴語の分類として，NDL

ではサービスと機器，日比谷では設備とコ

レクション，豊島区では設備とコレクショ

ンが多かった．

　レポートの得点と記述量の間に有意な相

関はみられなかった．ワークシートとレポ

ー トの記述比較ではある程度出現する語に

一致が見られたため，レポート作成には資

したと考えられる．得点はレポート作成技

術の影響が大きい考えられる．

4．おわりに

　本稿では，図書館見学に関する文献調査

とその概括，他分野の事例を踏まえたワー

クシートの試作，試作ワークシートの利用

結果報告を行った．

　今回の問題点として特に，設計の不備に

よりアンケートによる効果の有効性検討を

行えないことが挙げられる．今後は，文献

調査の拡充と実験としてのワークシート利

用を行う予定である．
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乳幼児のいる家庭向けイベントの内容に関する検討

～ 公共図書館での新たなサービスへの提案～

坪井優美1柳田美樹2鈴木佳苗3

1筑波大学大学院　図書館情報
メディア研究科博士前期課程

sO811614＠klis。tsukuba．ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　3筑波大学2（株）

モバイルブック・ジェーピー　図書館情報メディア系

抄録

　本研究は，公共図書館の新たな乳幼児サービスの手がかりとして、10地域の幼稚
園・保育施設を利用する保護者1558名を対象とし，「参加してよかったと感じた」
公共図書館，公共施設および公共施設以外が開催した乳幼児向けイベントに関する質
問紙調査を行った。その結果、公共図書館ではおはなし会や読み聞かせが多く、劇や
映像を使うイベントも評価されていた。公共施設や公共施設以外では工作や美術体験
が多く、これらのイベントにもニーズがあることが示唆された。

1．はじめに

1．1．研究の背景

　近年，公共図書館を含む公共施設（児童館や

運動公園、博物館など）や、公共施設以外にも

大学やNPO法人，私設サークルなどにおいて，

乳幼児を対象としたイベント（育児をする保護

者への支援だけでなく、食育や自然との触れあ

いなど、単に乳幼児を対象としたイベントも含

む）が盛んに開催されている。公共図書館におけ

る乳幼児を対象とした取組としては、ブックス

タートやおはなし会など、主に読書支援に関す

る活動を取り上げることができる。

　IFIA（国際図書館連盟）が2007年に刊行し

た公共図書館における乳幼児サービスのガイド

ラインを日本語訳した『公共図書館における乳

幼児サービスのガイドライン』では、乳幼児の

話す・聞く・読むなどの言語能力の習得・強化

のために図書館が提供すべきサービスとして、

以下のようなサービスがあげられている。

　　図書館として適度な範囲での音楽，体を使

って遊べる空間，創作劇用施設，家事や簡単な

科学・社会体験の場，子どもたちの親と保育者

たちを対象とした資料など。児童図書館では親

と保育者のために研修の機会の提供や，「作って

遊ぼう」などのワークショップ等の開催が望ま
れる1）。

　　　　ニ
　これを踏まえると、今後の公共図書館におけ

る乳幼児に対するサービスは、読書支援活動に

とどまらず、より様々な内容の取組が望まれる

と言える。そこで、本研究は今後公共図書館が

より豊かな内容で乳幼児のいる家庭向けのイベ

ントを開催していくための1つの手がかりとし

て，実際に乳幼児やその保護者はどのようなイ

ベントに「参加してよかった」と感じているの

かを明らかにすべく、質問紙調査を行った。

1．2．研究の目的

　本研究では，公共図書館、公共図書館以外を

含む公共施設および公共施設以外（企業や大学、

NPO法人、私設サークルなど）が開催した乳幼

児のいる家庭向けのイベントのうち、実際に乳

幼児のいる家庭から評価されているイベントの

傾向や主催ごとの違いを質問紙調査によって明

らかにすることを目的とした。

1．3．研究方法

　本調査は，各地の幼稚園・保育施設を利用す

る保護者を対象とした質問紙調査を行った。

1．3．1、調査対象

　全国の自治体を人口別に5分類し、各区分か

ら2地域ずつ計10地域抽出した後，1地域につ

き幼稚園と保育施設を原則2園ずつ計4園抽出

した後調査協力を依頼し、承諾が得られた施設

を対象とした。結果、本調査では幼稚園18園、

保育施設18園、計36園を対象とした。

　質問紙の配布・回収状況については、配布部

数は2509部、回収部数は1558部（共に10地

域：幼稚園18園、保育施設18園、計36園）

であり、平均回収率は64．0％であった。
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1．3．　2．質問項目

　質問紙の項目内容については、公共図書館に

対してのみ、（1）公共図書館の利用経験の有無

の項目を設けた。また、以降は共通として（2）

過去1年間以内で公共図書館、公共図書館以

外の公共施設および公共施設以外の機関や団

体が主催した子育て支援の内容を含む催し・イ

ベントへの参加の有無、（2）の参加経験がある

場合、（3）参加したイベントのうち「保護者も

しくは子ども自身が参加してよかったと感じ

た」イベントに関する項目を設けた。

　（3）に関しては、「よかったと感じた」イベン

トについて，主催ごとに参加したイベント名お

よびイベントの内容詳細を自由記述形式で回

答してもらった。なお、イベントは主催ごとに、

最大2つの記入を可能とした。

1．3．3．手続き

　各地域内の幼稚園および保育園に調査協力を

依頼し、承諾が得られた施設を通して対象者へ

質問紙を配布、回答後回収した。調査は2009

年8月～11月の間に行った。

2．調査結果

　1．3．2．の（3）に関しては、「よかったと感じた」

イベント名およびイベントの内容詳細に関する

自由記述部分からイベントを抽出し、分類・集

計を行った（表1参照）。なお、イベント名やイ

ベントの内容に関する記述がなく、イベントが

確認できない記述については、「不明」とした。

2．1．公共図書館でのイベントへの参加状況

　図書館の利用経験があると回答したのは

1330名、過去1年間で図書館における子育て

関連の催し・イベントに参加したことがあると

答えた人は171名で、図書館の利用経験がある

者のうちの12．9％であった。「参加してよかった

と感じた」イベントは計287件見られた（表1）。

　公共図書館でのイベントで「参加してよかっ

たと感じた」もののうち、最も多かったのは、「お

はなし会」や「読み聞かせ」など、「読書関連の

イベント」（185件、64．46％）であった。中でも

「読み聞かせ」については、有効回答数全体の

3割（87件、30．31％）を占めた。また、その他に

多く見られたものとしては、コンサートや人形

劇など「音楽・演劇・芸術関連（71件、24．74％）」

が挙げられ、その中では「人形劇」（32件、

11．15％）やアニメなどの「映像鑑賞」（21・件、

7．32％）が多く見られた。

　育児をする保護者への支援に直接関するイベ

ントについては、図書館においてはほとんど見

られず、内容についてはブックリストや本自体

の配布など、読書活動に対する支援が主であっ

た。

2．2．公共図書館以外の公共施設でのイベント

　　への参加状況

　過去1年間で図書館以外の公共機関での子育

て関連の催し・イベントに参加したことがある

と答えた人は378名で、回答者全体の24．3％で

あった。また、「参加してよかったと感じた」イ

ベントは合計563件見られた（表1）。

　公共図書館以外の公共施設でのイベントで

「参加してよかったと感じた」もののうち最も多

かったのは、「音楽・演劇・芸術関連のイベント」

（152件、27．00％）であった。中でも、「工作・美

術体験」は単独で有効回答数全体の約2割（97

件、17．23％）を占めた。その他としては、大項

目として運動・スポーツ・遊び（65件、11．55％）

やふれあい系、季節にちなんだイベント（共に計

60件、10．66％）が比較的多く見られたほかは、

どの分野のイベントもある程度の数が見られた。

　また、育児をする保護者への支援に直接関す

るイベントである「子育て支援関連のイベント」

も多少見られた（43件、7．64％）。その内容につ

いては、離乳食の作り方から幼稚園・保育園紹

介、同年代の母親・子どものマッチングなど、

多岐に渡っていた。

2．3．公共施設以外の機関や団体でのイベント

　　への参加状況

　過去1年間で公共機関以外での子育て関連の

催し・イベントに参加したことがあると答えた

人は319名で、回答者全体の20．5％であった。

また、「参加してよかったと感じた」イベントは

合計503件見られた（表1）。

　公共施設以外の機関や団体でのイベントで参

加が多かったのは、公共機関での催しと同様、

「音楽・演劇・芸術関連」（100件、20．08％）で

あった。ただし、小項目での分類においては、

遊び（30件、6．02％）、工作・美術体験（35件、
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7．03％）など、どのジャンルでも満遍なく件数が

見られており、特出したイベントは見られなか

った。また、公共施設との違いとして、のりも

のに関連するイベント（34件、6．83％）や、キャ

ラクターのイベント（36件、7．23％）が多く見ら

れた点などが挙げられる。

　育児をする保護者への支援に直接関するイベ

ントについては、「子育て支援関連のイベント」

のうち講座形式のイベントが14件見られたほ

か、4件と少数ながら「子どもの健康」として

健康診断や歯磨きの指導を行うというケースが

見られた。

2．4．主催機関を通じたイベントの共通点

　「わらべうた・てあそび」に関するイベント

については、公共図書館に限らず読み聞かせや

紙芝居などの前後に行われることが多かった。

それ以外では、「親子のふれあい」や「別年代の

人とのふれあい」の際の手段として用いられて

いた。

3．考察

3．1．各主催機関等の特徴について

　公共図書館における催し・イベントの参加内

容については、「おはなし会・読み聞かせ」が圧

倒的に多く、催しの参加者のほとんどが参加し

たことがあると回答していた。これは「おはな

し会や読み聞かせ」が図書館の催しとして定着

しており、また事前申し込みの必要がない場合

が多く、参加がしやすいという特徴があるため

と考えられる。例えば、参加のきっかけとして

「来館した際にたまたまイベントが開催されて

いた」といった回答も見られた。参加者によっ

ては毎週参加しているといった記述も見られ、

1度参加するとその後も継続して参加する場合

もあると考えられる。「映画鑑賞」なども「おは

なし会・読み聞かせ」と同様の特徴を持っため、

参加しやすい催しと言える。

　公共施設における催し・イベントの参加で最

も多かったものは「工作・美術体験」であった。

「体験型」という興味をひく内容、テレビや所

属機関を通してのチラシ配布などの様々な広報

手段の成功、事前申し込みの必要がなく気軽に

参加できるものが多い点などが参加の増加につ

ながっていると考えられる。

　公共機関以外が行う催し・イベントについて

は、「のりもの展・のりもの関連イベント」「キ

ャラクターイベント」などの公共機関では行わ

れにくい催し・イベントの参加が多く見られた。

したがって、公共機関主催の催し・イベントと

公共機関以外が主催する催し・イベントは一部

においてイベント内容の住み分けができている

と言える。

3．2．図書館の利点、新たなイベントの可能性

　以上の結果を踏まえ、乳幼児のいる家庭向け

サービスの新たなイベントの可能性を考える。

　IFIAの『公共図書館における乳幼児サービ

スのガイドライン』での内容を踏まえると、例

えばおはなし会などのためのスペースを持つ場

合、ある程度音を出せ、動くことができる空間

を確保することができることから、リトミック

などの多少の動きを必要とするイベントも可能

であると考えられる。わらべうたやてあそびが

読み聞かせ等とセットで行われることが多いと

いう点から、既存のイベントに付随して行うこ

とも有効であると考えられる。

　また、学習の機会として図書館以外では多く

開催されている工作や科学（学習）関連のワーク

ショップ等は、蔵書など館内の資源を活用する

ことにもなり、図書館利用の促進にもつながる

可能性が高いと言える。

　育児をする保護者への支援に対しても、館内

には育児書や地域の子育て支援の資料などがあ

ることから、講座や資源の提供など取組やすい

環境であると言える。

　以上のように、今後の公共図書館の乳幼児サ

ー ビスにおいては，館内のあらゆる資源を活用

するなどによって、読書啓発に限らないイベン

トもより多く開催されることが望まれる。
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表1イベントへの参加状況
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小規模図書館が市民・行政と共に地域の課題解決に取り組む手法

京都東山におけるまちづくり実践「図書館から始める文学まち歩き」をふまえて

桂　まに子（京都女子大学）katura＠kyoto－wu．ac．jp

抄録：京都市図書館の分館である東山図書館は，地元が登場する文学作品のリストを作成し

たものの，人員不足と低予算がゆえに，リストを用いた文学まち歩きを単独で企画・開催す
ることが困難であった。しかし，図書館がまちづくりの話し合いの場に加わることで市民と
のチームが生まれ，まちづくり支援事業に申請することで行政から助成金が交付され，公的
な課題解決型事業となった。小規模図書館が市民・行政と協働して当該地域のまちづくりに
直接関わることは，地域に求められるサービスを目に見える形で実現する有効な手法である。

1．はじめに

1．1．図書館の新基準が示す地域図書館像

　『これからの図書館一地域を支える情報拠点一』

（文部科学省，2006年）および「図書館の設置及

び運営上の望ましい基準」（2012年12月19日文

部科学省告示第172号）は，公立図書館が地域の

情報拠点となり，地域の課題解決に対応したサー

ビスを充実させていくよう方向付けた。前者は

2001年に「公立図書館の設置及び運営上の望まし

い基準」が施行されて以降の図書館を取り巻く社

会変化に対応させた提言であり，後者はこれを受

けて取りまとめられた図書館の新基準である。基

準が改正されたことにより，全国の公立図書館で

は，地域性や課題解決を意識したサービスの見直

しと強化が求められつつある。

1．2．研究目的

　「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」

（2012）より，公立図書館の新しい図書館サービ

スに該当する箇所を以下に引用する。

3図書館サービス

（三）地域の課題に対応したサービス

市町村立図書館は，利用者及び住民の生活や仕事に関す

る課題や地域の課題の解決に向けた活動を支援するた

め，利用者及び住民の要望並びに地域の実情を踏まえ，

次に掲げる事項その他のサービスの実施に努めるもの

とする。

ア　就職・転職，起業，職業能力開発，日常の仕事等に関する

資料及び情報の整備・提供

イ　子育て，教育、若者の自立支援，健康・医療，福祉，法律・

司法手続等に関する資料及び庸報の整備・提供

ウ　地方公共団体の政策決定，行政事務の執行・改善及びこれ

らに関する理解に必要な資料及び情報の整備・提供

　基準の項目に用いられている「地域」の範囲に

着目したい。「地域」をどこで区切るかによって，

情報拠点となる「地域」や課題解決をする「地域」

の範囲は変わるからである。公立図書館は自治体

ごとに設置されるため，これに合わせて地域を捉

えることが一般的である。ただし，大規模自治体

の場合，1つの地域内に複数の図書館が存在する。

通常は1つの中央館と複数の分館で組織される。

　例えば，東京都の場合，区市町村立図書館362

館中330館（90％）が分館である。京都府の場合，

市町村立図書館53館中40館（75％）が分館であ

る。なお，1区市町村につき1館のものはこれに

含めない（東京：25館，京都：10館）。1）

　先に挙げた2012年の新基準は，各自治体の公

立図書館の中央館（もしくは中央館機能を持った

館）のみが満たせば済む問題ではない。分館にお

いても規模に応じた地域の課題解決を支援するサ

ー ビス体制が必要であると考える。

　本研究では，中央館よりも分館の数が多い実情

をふまえ，「地域の課題」を解決するサービスの対

象となる地域の範囲を公立図書館の分館単位で捉

える。分館特有の低予算・人員不足の環境下であ

っても地域の課題解決に取り組むことが可能な手

法があるか否かを考察するために，アクションリ

サーチを用いた実践研究を行なった。

2．アクションリサーチ概要

2．1．研究対象

　京都市図書館の分館の1つである京都市東山図

書館を研究対象とする。同図書館は東山区役所に

隣接する建物の2階部分に位置し，延床面積451

㎡（中央館の約5分の1），職員数6名（中央館の

6分の1）である。2）中央館であれば京都市全域
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に関わる新規事業の立案と予算申請が可能だが，

分館の場合は独自の予算を持たないため，狭い地

域を対象としたサービスに対する新規予算を獲得

することは難しい。この状況は，他の自治体の中

央館と分館の関係においても同様である。

　東山図書館を選定したもう1つの理由は，同図

書館がサービス対象の地域を意識したサービスを

既に実践していた点にある。2011年度より東山が

登場する文学作品のリスト「京ひがしやま文学散

歩」を作成し，手作りの冊子を館内で配布をした。

このような分館独自の取り組みは，新基準が規定

される以前から他の分館でもなされていることで

ある。しかし，取り組みの多くは地域内の一部の

利用者の知るところでしかなく，それらが地域の

課題解決に繋がるサービスであることを地域全体

に認知してもらう術がなかった。

　本研究では，京都市東山図書館を例に，分館が

既に蓄積してきたサービスを「地域の課題」を解

決する新規サービスへと変化させ，地域内外で広

く認知されるサービスとなる仕組みを設計する。

2．2．研究手法・プロセス

　研究者が現場に行為的に関わるアクションリサ

ーチの方法を用い，京都市東山区役所が推進する

まちづくり活動に区内の大学に所属する立場とし

て参画した。アクションを起こす前に問題状況を

整理し，それらの問題を解決するためのモデルを

設計・実行する。アクションを起こした後に得ら

れた状況変化を考察した結果を受け，毛デルを再

設計・実行していく方法である。

　本稿では，2012年3月～2013年3月に行なっ

たアクションリサーチに基づいて記述を行なう。

3．問題状況の整理

3．1．東山図書館

　図書館の特徴については2．2で詳しく述べた。

2011年度に作成した「京ひがしやま文学散歩」を

ベースに，2012年度は収録作品数を前年度の倍の

50冊に増やした。地域の特性を活かしたサービス

は軌道に乗り始めたものの，小さな分館ではリス

トの配布以上のことを日々の業務に加えて行なう

ことは難しかった。

　折しも，東山図書館は2013年度に開館30周年

を迎えようとしていた。しかし，それに合わせた

新規事業の予算配分されないことが決定しており，

新規予算なしでも可能な新規事業を模索していた。

その第一歩として「京ひがしやま文学散歩」の存

在を館外でPRし，区民に興味関心を持ってもら

う機会を増やすことが課題であった。

3．2．東山区役所

　2011年度に策定された東山区基本計画「東山・

まち・みらい計画2020」において，区独自のまち

づくりの推進や課題の解決を図る取り組みに力を

入れることが掲げられ，　「区民提案・共汗型まち

づくり支援事業予算」が新たに設けられた。担当

部署の地域力推進室が中心となり，2012年度から

のまちづくり支援事業に向けた準備を進めた。京

都市からは，まちづくり事業全般の企画・運営の

助言を行ない，区民の自主的活動を支援するまち

づくりアドバイザーが1名派遣された。

　しかし，新しいまちづくり事業を開始するにあ

たり，行政側には不安要素があった。第1にまち

づくり活動に関心のある区民が集まるかどうか，

第2に区民主体のまちづくり活動の成果が行政の

掲げる地域の課題解決に繋がるかどうかである。

　東山区は基本計画に基づき，5分野20項目の重

点取組項目を挙げている。そのうちのいずれかに

該当するまちづくり活動を「課題解決型事業」に

認定し，活動資金の4分の3を助成する制度を設

けた。区が抱える課題の解決や魅力の向上，もし

くは地域の活性化を図るために助成金が活用され，

区民の自主的な活動が増えることが期待された。

4．「図書館から始める文学まち歩き」の実践

4．1．「まちづくりカフェ＠東山」開催

　2012年3月7日に東山区のまちづくり活動第1

回目の交流会「まちづくりカフェ＠東山」が開催

され，区内外から約60名が参加した。本研究の関

係者である，東山図書館の館長および副館長，東

山区地域力推進室の職員，まちづくりアドバイザ

ー，研究主体の筆者，まちづくりの担い手となる

区民らが一堂に会したのがこのときである。

　東山図書館は3．1．で述べた「京ひがしやま文学

散歩」のPRを行なうために交流会へ参加した。

筆者は，自身の持つ「図書館から始める街歩き」

という研究テーマで東山区のまちづくりに組み込

んだ実践研究を始めたいという目的で交流会に参

加した。両者を結びつけチーム結成を促したのは

東山区の職員であった。3．2．で述べたように，地

域の課題解決となる活動を見つけて支援すること

が行政のまちづくりにおいて重要だからである。
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4．2．まちづくり支援事業助成金の活用

　2012年4月の第2回交流会では，東山図書館の

館長・副館長，筆者，古本屋店長，大学生が中心

となって「図書館から始める街歩き」実行委員会

を結成し，東山区が掲げる観光課題の1つである

新たな観光コンテンツの開発を目的としたまちづ

くり新規事業を計画した。

　具体的には，東山図書館が作成した「京ひがし

やま文学散歩」に掲載された文学作品50冊をもと

に，東山区内に文学作品ゆかりのまち歩きコース

を開発するというものである。

　開発したコースのマップ制作やまち歩きイベン

トの開催を通じて東山の魅力を区内外へ広く発信

する事業計画は，東山区のまちづくり支援事業助

成金の「課題解決型事業」に認定され，2012年度

は10万円の交付を受けた。助成金の使用内訳は，

マップやチラシ，まとめ冊子の印刷費である。

4．3．図書館チーム結成

　2012年6月の第3回交流会にて，正式に図書館

チームを立ち上げ，実行委員会で取りまとめた活

動内容に賛同する東山区民及び区外の京都市民が

メンバーに加わった。大学生，教員，図書館員，

書店店主，主婦，ゲストハウスオーナー，陶器屋

店主，イラストレーター，など，業種も世代も異

なる約20名がチームの活動を支えた。

　まちづくりアドバイザーはチームの打ち合わせ

とイベントに必ず同席し，活動の進め方について

などを助言した。地域力推進室の職員はチームに

加わらなかったが，まち歩き本を読んだり，イベ

ントに参加したりして活動内容を把握した。

4．4．まち歩き企画の設計・実行

　チーム結成後，2012年6月から9月までに行な

った活動内容を以下に列挙する。

6月：東山図書館の「京ひがしやま文学散歩」をもとに，

まち歩きに適した作品を探して読む。チーム内で本を紹

介。まち歩きコースの開発に向けたアイディア出し。

7月：まち歩き本を『壺霊』（内田康夫，角川書店，2008）

に決定。まち歩きマップを検討。各自『壷霊』を読む。

8月：チームで開発したまち歩きコースを使って『壷霊』

ゆかりの場所を訪ねる。まち歩きイベントの開催日決定。

マップに載せるイラスト完成。壺霊マップの制作開始。

9月：イベント用のチラシ完成。東山区内の関係各所，

京都市内の図書館，京都駅の観光案内所などに配布。ま

ち歩きイベントに向けた事前準備。

　4ヶ月の準備期間を経て，2012年10月20日に

「図書館から始める文学まち歩き：内田康夫ミス

テリー『壺霊』を辿る～浅見光彦が歩いた道～」

を開催した。事前に『壷霊』を読むことを条件に

申込みを募ったところ，28名が当日のまち歩きに

参加した。イベント終了後に実施した参加者アン

ケート結果の一部を以下にまとめる（有効回答数

27名）。各年代から参加があり，東山区外からの

参加が多かった点が特徴である。

年代（括弧内は人数）：10代（2），20代（5），30

代（2），40代（5），50代（5）60代（6），70代（3）

職業：学生（6），主婦（4），会社員（4），教員（1），

自営業（1），僧侶（1），その他・無回答（10）

住まい：京都市東山区（5），京都市東山区外（17），

大阪（2），奈良（2），滋賀（1）

東山図書館の利用経験：ある（10），はじめてきた（17）

『壺霊』について：以前読んだ（7），今回初めて読ん

だ（10／図書館で借りた，10／購入した）

　「図書館から始める文学まち歩き」という名称

やアイディア，歩き方に対しては以下のような意

見が寄せられた。

・　「図書館から始める文学まち歩き」というアイディ

　アに魅かれた。

・　京都市の図書館がどんな取り組みをしているか興

　味を持ったので参加した。

・　まち歩きと文学作品を結びつけた企画力に大変興

　味を持った。

・　本を読んでたくさんの人と一緒に歩いたのは初め

　てでとても楽しかった。

・　イメージどおり。作品の中でモデルになった建物を

　自分たちで見つけるなど，参加型のまち歩きだった。

5．状況変化の分析

5．1．東山図書館

　東山図書館は，地元が登場する文学作品リスト

を独自に作成していたが，限られた人員と予算の

範囲で文学まち歩きを企画・実行することは困難

であった。しかし，同じ行政内のまちづくり活動

へ参加したことで以下のような変化が現われた。

・　自館サービスの館外PR
・　自館サービスを基軸にした新規事業の立案
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・　新規事業を計画・実行する人員の確保

・　新規事業を実行する資金源の確保

・　東山区の課題解決型事業に認定

　京都市内の小さな分館がまちづくり活動に関与

し，文学を介して市民と共にまち歩きコースを設

計し，マップを作り，イベントを開催したことは，

東山区内・区外へと発信された。2012年度は，地

元の京都新聞（朝刊・市民版）に2回取り上げら

れ，3）制作したまち歩きマップは2013年度より

京都市内の図書館全20館で配布が始まった。

5．2．東山区役所

　初年度のまちづくり事業を成功させるために，

地域力推進室は区民主体のまちづくり活動を支え

る活動拠点（まちづくりカフェ＠東山）と人材（ま

ちづくりアドバイザー）を用意した。初回の交流

会に約60名が参加したことからも分かるように，

第1の懸案事項であった区民参加は一定数集まる

ことが見込まれた。2ヶ月に1回開催した交流会

の成果が実を結び，2012年度は6つのまちづくり

チーム（アート，観光，婚活サーポート，子育支

援，図書館，商店街）が誕生した。

　行政側の第2の懸案事項であった地域の課題解

決に結びつくまちづくり活動の創出については，

区の重点取組課題をあらかじめ明示し，それらに

関わるまちづくり事業に対して助成金による支援

を行なった。その結果，2012年度は7件の課題解

決型新規事業が誕生した。

5．3．新たな観光コンテンツ二地域資料

　課題解決型事業のうち，東山区の観光課題を解

決することを目指した「図書館から始める文学ま

ち歩き」は，文学とまちを結びつけた新たな観光

コンテンツ（まち歩きコース，まち歩きマップ）

を開発した。とりわけ，まち歩きマップは、たと

え1枚でも，図書館にとっては地域で発行された

地域資料として収集対象となる。

　図書館・市民・行政の協働によるマップは，

京都市図書館の蔵書目録に「図書館発文学まち歩

きマップ　内田康夫ミステリー　壺霊を辿る：浅

見光彦が歩いた東山」　（まちづくりカフェ＠東山

「図書館から始める街歩きチーム」，東山図書館，

2013，U　291．621ト／1）として登録されている。ま

た，京都市右京中央図書館の地域資料コーナー「京

都百科事典」にて，貸出用2部と館内用1部を提

供している。

6．おわりに

　「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」の

検討に携わった糸賀が指摘するように，まちづく

り活動に参加する市民や行政が必要とする資料・

情報を提供することは，図書館による課題解決支

援の基本である。4｝問題は，図書館にそのような

情報支援サービスがあることを市民・行政が認知

できているかという点である。さらに言えば，図

書館が通常のレファレンスサービスの一環で行な

った個別の情報支援がまちづくりの成果に繋がっ

たとしても，図書館が地域の課題を解決したとは

客観的に評価しづらい。

　本稿で提示したモデル「図書館から始める文学

まち歩き」は，公的なまちづくりの場に図書館自

身が出向き，図書館の取り組みを館外に広めると

ころから始まった。図書館の地域的なサービスが

市民・行政に認知されたことで既存のサービスは

図書館や文学を用いた新たな地域サービスへと発

展した。図書館・市民・行政が協働して作り上げ

たプロセスが明確であったため，図書館の新規サ

ー ビスが地域の観光課題の解決に直接関与してい

ることを地域内外に分かりやすく発信できた。

　まちづくりには地域の課題を解決することに関

心の高い市民が集まる。まちづくり事業を推進す

る行政はとりわけ地域の課題解決に協力してくれ

る市民・団体を必要としている。図書館が既存の

地域サービスを活かし，　「まちづくりに直接貢献

する図書館」を目指して市民・行政との協働に重

点を置いた新規サービスを設計する手法は，小規

模図書館が人員・予算の制約にとらわれず地域の

課題解決を支援する上で有効である。

引用文献・注
（1）

（2）

（3）

『日本の図書館：統計と名簿2012』日本図書

館協会，2013，p．304，35g・370，3g4－3g5．

『日本の図書館：統計と名簿2012』日本図書

館協会，2013，P．194．

「内田康夫さん『壷霊』題材に東山文学散歩

しよう：市民ら企画　魅力再発見を」（2012

年10月2日），「内田康夫さん小説『壺霊』地

図」で追体験：東山のまちづくりグループ作

製　祇園や古門前通2時間コース」（2013年

2月23日）。

（4）糸賀雅児「図書館はまちづくりを支える情報

　　拠点（特集生涯学習の拠点“図書館”のいまと

　　これから）」『市政』全国市長会館，Vol．60，

　　No．12，2011．12，　p．18－20．
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公立図書館に関する公開質問状の分析
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行政への市民参加の一つとして、公開質問状は自治体や選挙立候補者の見解を明らかにし、それを他の市民へ広

く公開するために用いられる。公立図書館に係る公開質問状や要望書等を収集し、その内容を分析することによ

って、図書館行政への市民の関心の内容を知ることができる。本研究では、『図書館年鑑』及びインターネット検

索から公開質問状等を収集・分析した。その結果、職員の適正配置や資料収集・組織化への言及が多いこと、な

らびに市民が図書館の資源や管理運営に強い関心を寄せていることが明らかとなった。

1．はじめに

　　2000年の地方分権一括法施行等1990年

代から地方分権が推進され、団体自治や市民参

加等市民と行政の関係性が重視されている。公

立図書館（以下、図書館という）と市民の関係

に係る研究として、図書館側が市民に対してど

のように考えているか1）や地方議員の図書館

への関心2）について研究がなされているが、

市民を主体とした研究はあまり行われていな

い。本研究は、公開質問状等の分析を通じて市

民が図書館行政に対し抱いている関心の内容

を明らかにすることを目的とする。

2．背景

であり、公開質問状等もこれに含まれる。

　公開質問状は特定の宛て先にその見解や主

張を問う文書を送付し、文書やその回答を広く

一般に公開することでその主張を知らしめる

ために用いられる。市民参加では首長や選挙の

立候補者等に送付し、政策や見解を明らかにし

て政治活動に利用される。日本図書館協会は
“政党が今後の国政運営、国民生活全般にわた

って見解と今後の方向を広く公表されること

は極めて重要なことである”5）とし、2009年

に各政党の図書館政策を明らかにするため公

開質問状を送付した。他にも、図書館に係る公

開質問状の事例報告は1960年代からみられ6）、

一部は『図書館年鑑』に掲載されている。また、

現在でも公開質問状が出されるなど、広く利用

されている。

　“市民が地域的公共課題の解決に向けて、行

政や社会等に対して何らかの影響を与えよう

とする行為”3）である市民参加には、（1）行政

活動への参加と（2）行政機関外の主体的な市

民社会組織への活動の参加4）の2つがある。

住民投票や各審議会は法律や条例で制度化さ

れた市民参加であり、前者に該当する。後者は、

制度化された市民参加以外でNPOや自治体の

コミュニティに参加し自主的に活動する行為

3．調査手法

　本研究で対象とする公開質問状等は広く一

般に公開する事を前提に市民団体等から自治

体等に特定に宛てた文書で図書館に係るもの

である。調査対象期間は1995年から2012年

とし、期間中に公表された公開質問状等の収集

を検討した。公開質問状は網羅的に収集されて

おらず、『図書館年鑑』に収載された一部以外
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は独自に入手する必要がある。本研究では公開

質問状等が広く一般に公開することを目的と

していることから、インターネットの検索エン

ジンも含め、以下の3通りの手法で文書を収集

した。検索を行った期間は2012年7月2日か

ら11月5日である。

　（1）図書館年鑑

　　『図書館年鑑』（日本図書館協会）の資料

　「住民運動による要望等」に掲載された文書

　（2）文書名の検索

　　公開質問状等を検索するために有効なク

　エリについて事前に検討し、「図書館　選挙」

　「図書館　公開質問」「図書館　選挙　公開

　質問」「図書館　選挙　公開　質問」の5っ

　を採用した。公開質問状以外の名称の文書も

　対象とするため、「図書館年鑑」に掲載され

　た文書の名称と図書館を組み合わせ「図書館

　要望書」「図書館　要請書」「図書館　陳情書」

　「図書館　請願書」「図書館　上申書」「図書

　館　申し入れ書」もクエリとし、それぞれの

　クエリに対し検索対象期間の1年ごとに上

　位100件から収集した

　（3）市民団体名の検索

　　公開質問状等の差出人として考えられる

　市民団体名をクエリとした。市民団体名は図

　書館友の会全国連絡会7）の参加団体及び先

　行研究8）で明らかになった図書館友の会の

　一覧で全157団体である。検索結果の上位

　50件、及び該当団体のウェブサイトから探

　索し文書を収集した

は、差出人ウェブサイトが70件（40％）と最

も多く、次に差出人のプログ、他団体のウェブ

サイト等である（表1）。公開質問状等の名称

は要望書が130件（49％）と最も使われやす

い（表2）。『図書館年鑑』での文書の掲載は

2000年代前半に多いが、インターネットも含

めると2000年代後半に向けて増加している

（表3）。件数が一時的に増加した2001年は都

立図書館再編計画について問う文書が都内の

図書館団体から多数提出されていた。インター

ネットによる文書の収集数には近年のインタ

ーネットの普及率やデータの保存年数の影響

も考えられる。

表1　インターネットで入手した文書の掲載元

掲載元 件数　割合

4．調査結果

差出人ウェブサイト

差出人プログ

他団体ウェブサイト

他団体プログ

自治体ウェブサイト

70　41．7％

35　20．8％

48　28．6％

10　　6．0％

10　　6．0％

文書数 168

表2　文書の名称

種類 件数　割合

　図書館年鑑から129件、インターネット検

索から168件（うち重複30件）の文書を入手

し、全267件を分析の対象とした。うち68件

（25％）は文書に対する回答も収集している。

インターネット検索で収集した文書の掲載元

要望書

公開質問状

陳情書

請願書

要請書

意見

その他

申し入れ

お願い

提言

アンケート

130

47

39

19

8

7

5

5

3

2

2

48．7％

17．6％

14．6％

7．1％

3．0％

2．6％

1．9％

1．9％

1．1％

0．7％

0．7％

文書数 267
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図1　収集した文書の公表年（文書数）

点を目ざして一』及び『図書館の設置及び運営

上の望ましい基準』を基に30項目の分類基準

を作成し、基準に該当する内容が記載されてい

る文書数を集計した。

　その結果を表5に示す。最も多くの文書で言

及された内容は職員の適正配置についてであ

った。次に資料収集・組織化、運営方針及び事

業計画である。

表5　文書内容の分類の集計

件数　割合

　公開質問状等の提出は規模が市区町村程度

の団体により行われることが多い（表3）。宛

て先には首長や教育委員会、議会等が多く、自

治体の図書館行政の政策や見解を明らかにす

るために用いられている（表4）。選挙立候補

者への文書もあり、投票の参考とされるものも

ある。

表3　文書の差出人団体の規模

市区町村

都道府県

全国

169　　63．3％

56　21．0％

42　15．7％

合計 267

表4　団体の規模別の文書の宛て先（複数集計）

宛先 市区町村　　都道府県　　合計

首長　　　　　7544。4％

教育委員会　　58　34．3％

議会　　　　　53　31．4％

選挙立候補者22　13．0％

図書館長　　　16　9．5％

その他　　　　5　3．0％
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文書数 169 56 225

文書に記載された内容の分析を行うため、

『これからの図書館像一地域を支える情報拠

職員の適性配置

資料収集・組織化

運営方針及び事業計画

予算の獲得

市民参加

設置

運営形態

利用者に応じた図書館サービス

施設・設備

図書館間の連携・協力

図書館活動の意義

職員の研修

広報及び情報公開

図書館協議会

学校との連携・協力

ハイブリッド図書館の整備

貸出サービス等

レファレンスサービス等の充実

図書館長の資質

課題解決支援機能の充実

開館日時等

その他

他関連機関との連携・協力

利用案内サービス

危機管理

利用経験

自己評価

多様な学習機会の提供

図書館知識

著作権等の権利の保護
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　図2のように、文書の項目ごとに内容を集計

する。項目内で他の内容と共に出現した場合を

共起とし、共起率が高い内容の組み合わせを表

6に示す。収集した文書の総項目数は940項目

である。

　職員の適正配置の次に言及されることの多

い資料収集・組織化が、予算の獲得と共に言及

されることが最も多く、職員の適正配置は運営

方針や事業計画と共に言及されることが多い。

図書館建設について
1．設置と資料

2．設置と職員配置

3．設置

尋

図2　共起の集計方法

表6　共起されやすい内容の組み合わせ

5．考察

　市民は、資料の収集・選書や職員の適正配置

等図書館資源や運営方針や予算等図書館の管

理運営に関心を抱いている。公開質問状等の内

容をより詳細に見ることで、指定管理者制度や

業務委託等図書館の環境の変化に対する市民

参加も検討したい。

　なお、本研究は2013年の公職選挙法改正以

前に実施した。インターネットを使った選挙運

動の解禁により、今後公開質問状等の情報の公

開がより推進される可能性がある。
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公共図書館の電子書籍導入について

　　　　　　　　　磯部ゆき江†

　　　†放送大学大学院
1018225062＠campus．ouj．ac．jp

三輪眞木子‡

　‡放送大学教育支援センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　本研究では、公共図書館で電子書籍が導入され活用されるための条件を出版社
と公共図書館の関係に重点を置いて検討する。公共図書館と出版社の双方にイン
タビュー調査およびアンケート調査を実施し、その調査結果に基づき、両者で合
意できる点、考え方の異なる点、捉え方の違いなどを明らかにし、課題解決のた
めの要件の考察を行った。

1．研究の目的

　公共図書館が新たなメディアを利用者に提供し

ようとするとき、制度上の問題が検討された上で、

導入が進められている。例えば映像メディアでは、

関係者間でルールや価格が協議され、ネットワー

ク情報資源や外部データベースでは、図書館資料

の範囲や課金が議論された。本研究では、電子書

籍が導入され利用が促進されるために必要な条件

を、出版社と公共図書館の関係に注目し検討する。

公共図書館が出版産業に果たすべき役割について

も考察する。

2．先行研究

　電子書籍と図書館については、湯浅俊彦の論文

がいくつかある。公共図書館の先行研究はまだ少

ないが、時実象一（2011）は日米の公共図書館7

館の訪問調査を行っている。北克一、村上泰子

（2012）は電子書籍の現状と図書館サービスへの

影響を考察した。森山光良（2012）は日本の公共

図書館が電子書籍サービスの導入に消極的な要因

を検証し、改善に向けた検討を行っている。

3．研究の背景

　ここ30年ほどの状況を見ると、出版物の売り

上げは、書籍は1997年をピークに2割減、雑誌は

1996年をピークに3割減の落ち込みである。一方、

公共図書館数は約2．4倍、蔵書冊数、貸出冊数は

約5倍と右肩上がりに増え続けた。しかし、資料

費は1998年をピークに2割減、1館当たりでは

1998年の4割減である。2012年には貸出冊数がは

じめて前年を下回った。

　出版社からみれば、公共図書館にはベストセラ

ー複本購入問題はあるが、マーケットとしては無

視できない。しかし、電子書籍という新しいメデ

ィアにおいて、出版社は公共図書館に対しどのよ

うなビジネスモデルが可能か見通しをもてないで

いるし、公共図書館はこのメディアを住民に提供

する意義と方策を現状ではまだ見出していない。

4．研究の方法

　本研究では、三つの調査を実施した。調査1で

電子書籍導入を推進している公共図書館のインタ

ビュー調査を行い（6館）、公共図書館側の課題を

明らかにした。調査2として電子書籍を提供して

いる出版社（11社）とベンダー（2社）にインタビ

ュー調査し、提供側の販売実態と問題点を確認し

た。次に調査1、調査2を踏まえて、調査3とし

て、導入していない、あるいは提供していない公

共図書館や出版社も含めたアンケート調査を行っ

た（調査方法は6．2）。

5．インタビュー調査
5．1　図書館インタビュー調査（調査1）

　電子書籍サービスを実施している公共図書館を

対象とするインタビュー調査で、確認された主な

点は次のとおりである。

◆　導入動機は、遠くの人、時間がない人へのサ

　　ービスという図書館が多い。

◆　まだ利用は少ない、あるいは、時間経過とと

　　もに利用は減少傾向である。

◆ベンダーのシステム、メタデータ、コンテン

　　ツが一体となっているため、業者選択の柔軟

　　性がない。地元出版社や電子書店からの直接

　購入は困難である。

◆提供タイトル数が少ない。分野が限られてい

　　て、出版年も古い。

◆紙の本に比べ安いものもあるが高価な価格設

　　定が多い。

◆　電子書籍が図書館の蔵書とならないことは課

　題である。

5．2　出版社インタビュー調査（調査2）

　電子書籍を公共図書館に提供している出版社
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を対象とするインタビュー調査で明らかになった

点は次のとおりである。

◆　電子書籍は、一般消費者向けの市場が小さい

　　ため本格的に取り組んでいない。

◆　印刷版と電子版の書籍の両方を同時に出版

　　できる体制を持つのは1社のみ。

◆　電子書籍の制作にはコストがかかり、最大の

　　課題は著作権処理である。

◆　公共図書館への電子書籍提供に関する考え

　　方は出版社によって大きく異なる。

　　φ　ビジネス・実用書出版社：公共図書館に

　　　　電子書籍を提供することに最も積極的。

　　や　語学・学習書出版社：公共図書館には同

　　　　じものを副次的に提供する程度。

　　登　学術書出版社：大学図書館を電子書籍の

　　　　市場として認識し始めているが、公共図

　　　　書館は市場と考えていない。

◆　出版社は公共図書館を地域の住民が平等に

　　書籍や知識ヘアクセスできる場所として肯

　　定的に捉えている。ベストセラーだけなく利

　　用者ニーズを踏まえて選書を行うことを望

　　んでいる。

　公共図書館に電子書籍を販売しているベンダー

2社にもインタビューを実施した。2012年7月24

日と8月6日に行い、1年後の2013年8月に再び

実施した。取扱コンテンツ数、導入館数とも1年

経過してもそれほど増えていない。

6．図書館・出版社アンケート調査（調査3）

6．1　仮説
　インタビュー調査の結果を踏まえて以下の仮

説を設定し、調査を行った。

仮説1：公共図書館が望む電子書籍のジャンルと、

　現在提供されているジャンルには違いがある。

仮説2：公共図書館は安い購入価格を、出版社は

　高い販売価格を希望している。

仮説3：公共図書館はできるだけ早い捌共を、出

　版社は期間をずらせての提供を望んでいる。

仮説4：公共図書館は利用制限がないことを、出

　版社はそれを課すことを希望している。

仮説5：公共図書館は電子書籍のタイトル数の不

　足および電蔵書にできるかどうかを主要な課

　題と考えている。出版社は著作権および公共図

　書館の市場規模が小さいことを重要な課題と

　考えている。

仮説6：公共図書館は資料の貸出を重要なサービ

　スとして位置づけている。出版社は読書機会の

　提供や読者層の拡大を公共図書館のサービス

　として重要であると位置づけている。

仮説7：公共図書館は、電子書籍サービスに受動

　的な姿勢を示しており、出版社は図書館の受動

　的姿勢に問題があると考えている。

6．2　調査方法
　公共図書館アンケート調査では、層別サンプリ

ングにより、121館を選定した。都道府県立図書

館（47館）、政令指定都市立図書館の中央館（20

館）、特別区立図書館の中央館（23館）、県庁所在

地の市立図書館の中央館（31館）。

　出版社アンケート調査では、次の127社を選定

した。電子書籍提供会社を通してすでに図書館に

電子書籍を捌共している出版社（113社）、書籍出

版点数上位出版社（8社）、日本電子出版協会かつ

日本電子出版社協会に加盟の出版社（6社）。調査

票は2012年10月20日～27日に郵送し、ウェブ

で回答するように依頼した。

　公共図書館85館（回答率70．2％）、出版社48

社（回答率37．8％）より回答を得た。

6．3　調査結果

（1）電子書籍の取組み・提供状況

　電子書籍サービスを「すでに実施している」公

共図書館は8館（9．4％）、「実施する予定」は3

館（3．5％）、「検討中」30館（35．3％）で、50％

の図書館は実施する予定はないと回答している。

一方、回答した出版社のうち、すでに積極的、継

続的に提供している出版社は8社（16．7％）、個人

向けあるいは大学図書館向け中心だが、公共図書

館にも提供しているとする出版社はそれぞれ3社

（3．5％）、10社（20．8％）であった。これらの出

版社を合計しても48社のうち21社で半数に満た

ない。その他は、大学図書館のみ提供と回答して

いる出版社が5社あった。

（2）電子書籍のジャンル

　公共図書館が望むジャンルは、図鍬事典／辞書

（50．6％）、小説（45．9％）、学術書／専門書（42．4％）

であり、そのうち、学術書！専門書を提供する出版

社は多いが、小説を提供している出版社はごくわ

ずかである。有意差が認められたのは、小説、趣

味の本、児童書、ティーンズの4種類であった（図

1）。（仮説1は成立）（図書館が最も提供したいジ

ャンルは地域資料債重資料のデジタル版であっ

たが、図書館自身でデジタル化することが多いた

め、ここでの検討から除外している）

（3）電子書籍の適正価格

　公共図書館は「印刷版の×O．8」が40％、「同価

格」の34％であるのに対して、1．2倍以上が適正
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　図1　図書館の希望ジャンルと出版社の提供ジャンル

と答えている図書館はごくわずかである。一方、

出版社は1．2倍以ヒが過半数で、2倍以ヒが25％

を占める。その他の回答は、「製品別、取引先別で

卸価格は異なる」「適正な価格というのは書籍それ

それによって違う」などであった（図2）。（仮説

2は成立）

（4）電子書籍の捌共時期

　印刷版と電子版が両方刊行される場合、提供時

期は印刷版と同時が適当と63％の図書館が圓答

している。3か月後～1年後は合わせて27．6％で

ある。一方、出版社は印刷版と同時は19％で、3

か月後～1年後が57．4％となっている。出版社で

23．9％を占めるその他の内容では、「ジャンルによ

って異なる」「消耗品のような出版物と半永久的な

出版物とは異なる」という意見が目立った（図3）。

一般向け販売と図：書館向け販売の時期についても

同様の結果であった。（仮説3は成立）

（5）電子書籍の利用制限

　電子書籍の利用制限については、「ダウンロー

ド」、「印刷」は、公共図書館側、出版社側ともに

制限するこどを望む傾向がみられた（図4，5）。

他方、「貸出回数のh限」は、公共図書館は制限を

望まない傾向があるのに対し、出版社側は制限を

望む傾向があることが示唆されたものの、統計的

な有意差は認められなかった（図7）、，（仮説4は

不成立）

（6）電子書籍提供に関する課題

　公共図書館における電子書籍提供に課題につ

いて、その重要度を尋ねた。重要＝「3」、あまり

重要ではない＝「2」、全く重要ではない＝「1」

として重要度を算出した結果、図書館が重要とみ

なす順序は、①予算確保（2．97）、②タイトル数の

不足（2．92）、③国立国会図書館の配信サービス

（2．87）、④ニーズ（2．87）、⑤使い勝手（2．87）、

100％国印刷版の×G・8以下

国印刷版と同価格

口印刷版の1．2～1．5倍

■印刷版の1．5～2倍

図印刷版の2倍以上

ロその他

pa　2　公共図書館向け電子書籍の適正価格　　（回答数　図書館78　出版社48）

圖3か月後

ロ半年後

目1年後

ロその他

図3　印刷版と電子版刊行の場合、印刷版刊行からの提供　（回答数　図書館78　出版社47）
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図4　ダウンロード　（回答数図書館77出版社48）

図5　印刷（回答数　図書館77出版社47）

團制限

する

ロ制限

　しな

　い

図6　貸出回数の上限　（回答数図書館76　出版社47）

⑥電子書籍の所有権（2．76）、⑦人材確保（2．60）

であった。一方、出版社からみた公共図書館の電

子書籍提供における課題の重要度は、①利用方法

のルール（3．00）、②著作権i処理（2．96）、③提供

価格の設定（2．87）、④電子書箱の所有権（2．76）、

⑤国立国会図書館の配信サービス（2．73）、⑥公共

図善館の市場規模が小さい（2．19）であった。（仮説

5は不成立）

（7）公共図書館のサービス重要度

　公共図書館の主なサービスを挙げて、それらの

重姜度について尋ねた，とても重要＝「4」、重要

＝「3」、それほど重要でない＝「2」、全く重要で

ない＝「1」として算出した。公共図書館からみ

たサービスの重要度は、①レファレンスサービス

（3．89）、②読書機会の提供、読者層の拡大（3．81）、

③書籍、雑誌の貸出（3．74）、④学習機会の提供

（3．67）、⑤ビジネス支援（3．60）、　⑥電子書籍

の提供（2．69）の順であった。同様に出版社から

みた公共図書館サービスの重要度は、①書籍、雑

誌の貸出（3．48）、②読書機会の提供、読者層の拡

大（3．44）、③学習機会の提供（3．38）、④レファ

レンスサービス（3．08）、⑤電子書籍（2．81）、⑥

ビジネス支援（2．67）の順であった。（仮説6は不

成立）

（8）電子書籍提供サービスの条件

　電子書籍を多くの公共図書館で提供していく

ために必要な条件として、公共図書館側の回答が

多かったのは「電子書籍点数が増加すること」「り

一 ダー一一5〈）電子書籍フォーマットの標準化」で、次

いで「購入予算の確保」「出版社と図書館が協議し

てルール作り」の順である。一方、出版社側は「ル

ール作り」を条件に挙げるのが最も多く、その次

が「予算確保」で、「電子書籍点数増加」「電子書

籍の標準化」はその後である。

　また、出版社は「図書館が電子書籍の利用状況

を出版社にフィードバックすること」を半数近く

条件として挙げているのに対して、図書館は1割

足らずしか条件として挙げていないため、仮説7

については、その傾向は認められるものの、公共

図書館と出版社の回答に統計的な有意差はない。

6．4　考察
　調査結果から、出版社が一t－一番重要としているの

は、ルール作りであることが明らかになった。現

在のところ、電子書籍は一般向けには低価格、図

書館向けには高価格で設定される傾向があり、適

正価格についての出版社と図書館の認識の差は大

きい。また、提供時期をめぐっても意見は大きく

異なる。しかし、「その他」の意見で述べられてい

るように「本はそれぞれ違う」。電子書籍のジャン

ルやタイトルごとに販死方法が工夫されることが

想定される。利用方法については，調査結果から

出版社と公共図書館の合意は可能と判断される。

一 方、出版社の自由記述回答を見ると、コンテン

ツ提供については公共図書館に対する警碗惑を述

べているものが散見された。公共図書館が、電y一

書籍と読者の出会いの場を広げる場となること、

公共図書館を通じて電子書籍を流通させる仕組み

を出版社とともに構築していくことが望まれる，
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タブレット端末用「情報資源組織演習」学習教材アプリの開発

　　　　　　　　　角田裕之＊，元木章博＊＊、天野晃＊＊＊

鶴見大学＊，＊＊，理化学研究所＊＊＊、農業生物資源研究所＊＊＊、筑波大学＊＊＊

tsunoda－h＠tsurumi・u．ac．jp＊，　motoki－a＠tsurumi－u．ac．jp““，　amano＠brc．riken．jp＊＊＊

抄録：近年、タブレット端末やモバイル端末、スマートフォンの普及が著しく、学生の多く

が所持している。これらの多くの端末に搭載されているOSにアンドロイドがある。本研究

では、アンドロイドで稼働する目録作成の学習教材アプリを作成した。学生が演習した内容

を自動採点し、目録例を表示する機能を用意した。目録例を参考にし、全項目が正しくなる

まで繰り返し演習ができる。パソコンがなくてもタブレット端末でOPAC用目録作成の演習

が可能になった。

1．はじめに

　情報資源組織演習の到達目標は、図書館

の間接的サービスとして提供される図書館

資料の適切な目録を作成できることである。

多くの図書館における目録提供手段がカー

ド方式からOPACに移った。目録が紙から

電子に移行するのにもとない、目録作成に

はコンピュータを用いるのが一般的になっ

た。筆者は2012年にスタンドアロンPCで

稼働する目録作成の演習用ソフトを開発し

た［1］。近年、タブレット端末やモバイル端

末、スマートフォンの普及が著しく、学生

の多くが所持している。これらの端末に搭

載されているのが、アンドロイドである。

本研究では、アンドロイドで稼働する目録

作成の学習教材のアンドロイドアプリを作

成した。

2．開発方法

　アンドロイドアプリ（アプリと呼ぶ）の

開発環境は、Java開発キット（Java　SE

Development　Kit（JDK））バージョン7

Update9とエクリプス（Eclipse　Standard）

バージョン4．3で構築した。アンドロイド

（Android）バーション4．1．2（API　16）でア

プリを開発した。データベiスはアンドロ

イドに標準装備されているSQLiteを利用

した。アプリを搭載する実機はソニーのモ

バイル端末（Sony　Tablet　P）とした。なお、

本稿の図はエクリプスのエミュレータ画面

をキャプチャーして描写した。

2．1機能

　本アプリの機能は、①日本図書館協会目

録委員会編、日本目録規則（NCRと呼ぶ）

1987年版　改訂3版［2］に沿った目録作成

ができること、②目録の入力が容易である

こと、③NCRのいくつかの別法の選択が可

能であること、④市販の教科書の例題で演

習できること、⑤入力結果を自動採点でき

ることの5つとした。大学図書館において

は、国立情報学研究所のNACSIS・CATで

オンライン共同分担目録方式を採用してい

ることが多い。NACSIS・CATの目録システ

ムコーディングマニュアルにも部分的に対

応するため、NCRの別法を選択できる。本

アプリの入力画面には、8つの書誌の項目

を入力するボックス、入力した書誌を採点

するボタン、NCRの別法を選択する3つの

チェックボックス、入力方法の案内を表示
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する画面に移動するボタンを用意した。

2．2　目録項目

　本アプリで演習する書誌は、標題責任、

　　標鑛倒　　　　　　　　　　　wa

版、資料特性、出版頒布、形態、シリーズ、

注記、ISBNの8項目である。図1にアプ

リ起動直後の初期画面を示す。

壷料特滋

形態

洗詑

EXNO

臼塞§録規則　霧法

　入力寒駿⑳案跨

柳版を記録しない

出糠頒布

シリー一一ズ

ISSN

蜘義

｛コーマ数字を記録する

　　　　　　　　　　　　　　　　　図1初期画面

2．3　別法選択

　NCRの別法は多数あるが、本アプリでは、

情報資源組織演習で採用される可能性が高

いと考える以下の3つの別法を選択できる。

①タイトルと責任表示に関する事項の責

任者の数については、NCR第1章記述総則

1．1．5．1．D、及び第2章図書2．1．5．1．E「一つ

の責任表示に記録する個人名や団体名の数

が2までのときはそのまま記録し、3以上

のときは、主なもしくは最初の名称一つを

記録し、他は「［ほか］」（外国語形は1．0．6．1A

参照）と補記して省略する。」が初期設定で

ある。NACSIS－CATでは、51．1別法の採

否C15に、「別法を採用する。1つの責任表

示に記録する個人名、団体名等の数は3ま

でとし、4以上のときは、主な／最初の名称

1つをTRフィールドに記録し、他は「［ほ

か］」と補記して省略する。」とある。責任

者3人以上のチェックボックスにチェック

を付けると、NCR第1章記述総則1．1．5．1D

別法、及び第2章図書2．1．5．1E別法「一つ

の責任表示において記録する個人名や団体

数の数は、書誌的記録作成機関において、

欝録

　養任煮3以上を舘録する

その必要に応じて定める」に基づき、ここ

では全員を表示するとした。

②版に関する事項の初版の表示の有無に

ついては、NCR第1章記述総則1．2．1．2、

及び第2章図書2．2．1．2「（記録の方法）情

報源における表示のまま記録し、補記した

事項は角がっこに入れる。」が初期設定であ

る。NACSIS－CATでは、6．2．2ED　F1　（デ

ー タ記入の原則）に「版表示は，情報源に

おける表示のまま記録する。情報源上に表

示がなくても，他の版と顕著な差があると

認められた場合は，適切な語句などを補う

ことによって，特定の版であることを示す

必要がある。補記した事項は角がっこに入

れる。ただし，初版の表示は記録しない。」

とある。初版のチェックボックスにチェッ

クを付けると、NCR第1章記述総則1．2．1．2

別法、第2章図書2．2．1．2別法「つぎの版表

示は記録しない」に基づき、ここでは初版

は表示しない。

③図書の形態に関する事項のローマ数字

の扱いについては、NCR第1章記述総則

1．5．1．2（記録の方法）「特定資料種別とその
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数量を記録する。具体的な記録方法はそれ

ぞれの章で示す。」、第2章図書2．5．1．2（記

録の方法）「ページ数、丁数、枚数、欄数は

印刷されたページ付き、丁付などの最終数

をアラビア数字で記録し、それぞれ「p」「丁」

「枚」「欄」を付加する。ページ付最終数の

ページのあとに印刷ページがあっても記録

せず、印刷ページでなくてもページ付最終

数の表示があれば、これを記録する。」が初

期設定である。NACSIS－CATでは、51．1別

法の採否C15に、「別法に従い、ローマ数

字は、区別のために用いられている場合に

限り、そのままPHYSフィールドに記録す

る。ただし、実際には、ローマ数字は、対

応するローマ字で代用して記録する必要が

ある。（→1．1．2転記の原則）」とある。ロ

ーマ数字のチェックボックスにチェックを

付けると、NCR第2章図書2．5．1．2別法2

「区別のために用いられているローマ数字

は、そのまま記録する。」に基づき、ここで

はローマ数字を表記する。

標懸糞儀騒態餓轟へ⑳捲待難／難塊難舞縫蓋　　糠

嚢料勢駐

彫態 麗鋤灘；難灘蝋

淺詑

薮顯◎　霞肇i

鍵憲欝録規劉　溺法　　；’1籾糠を艶鍛しない　　…

　　入懲露譲醐聴

　　　　　　　　　　　　　図3

　図3は例1の演習で標題責任に「図書員

への招待口／口塩見昇編著」、版に「3訂版」、

資料特性に空白、出版頒布に「東京□：□

教育史料出版会，口2004」、形態に「223p

2．4入力案内

　入力案内をクリックすると以下図2の目

録入力の方法を表示する。

　　　　邑録入力の方法
is鱒籔鱒記讐1．訳弩は蛮跨で入力する

　　　　2，一はマイナス驚辱を嗣いる
英文

一窯掌窪け

慮
鍮

採
蕊

：第驚の一マ掌を用いる

二禽驚の瞬角難を幾講ずる

ボタン
：λ力と鐙懸を照禽し、一一致は溝、本一搬綜赤で叢承するb

l難鍮を裏承し、採燕します。

　　　図2　入力案内

　入力案内では、ISBD区切記号、英文、

空白の目録入力方法を3つ示し、採点と目

録ボタンの操作方法を2つ示す。ここでは、

記号は全角、ダッシュ（一）は全角マイナ

ス（一）、一文字空けは（□）とした。

3．目録演習

　目録作成の演習は、吉田憲一編資料組織

演習（日本図書館協会）［4】のUNIT21例題

を演習問題とした。あらかじめ演習問題の

目録データ作成例をアプリのSQLiteテー

ブルに用意した。学生が作成した目録デー

タと照合した結果を表示し採点する。

＄欝繊

墨糠籏鞘豪寒難1難鞍嚢演鱗繊糠会，難嚢難鵬

シリーズ

総＄親　　　1嚢難鰻轟憾？導i識構毒難一ア

擦燕　　　　　　　　譲鎌　　　　　　　欝点・7

0一マ数孚を詑録する　　∵轟K…奮3以よを艶録する

目録演習（七つの項目が一致）

口；口21cm」、シリーズに空白、注記に空

白、ISBNに「ISBN　4・87652・446－7」、EXNO

に「01」を入力し、採点ボタンをクリック

した画面である。採点ボタンをクリックす
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ると、ボックスに入力された文字とアプリ

に記録された目録の文字を照合し採点する。

一致すると文字が黒と入力ボックスがライ

トシアン、不一致であると文字が赤と入力

　　　麟講魏舞へ歪）揚篠一ンじ購驚難蟻難

標懸糞儀薦霧館鰻への招待懸／難壌難興雛藩　　糠

嚢料蒋性

形態

油記

EXNO

223pliこし1：2k携

襲23夢難；i　321cgk

夷i穏の鰻表承『口綾毒綴

興材⑳糠裏薫：難譲欝綴

Ol

ボックスがフローラホワイトに変化する。

図3では、標題責任、版、資料特性、出版

頒布、形態、シリーズ、ISBNの計7か所

が一致したので得点が7点となる。

鰭夢蔽

　罐擁疑

嚢簑ご：1、離趨鷺料臨綴金、欝2雛o壕

出願頒鞘譲漿灘：環救霧愛料鵡綴会，難衰嚢鵬

臼本i薄録規則　別泌　　i初綴を詑録しない

　　入力擦浅⑳案跨

　　　　　　　　　　　　　図4

　図4は図3で不一致と示された項目の注

記に「奥付の版表示：□改訂版」を入力し、

目録ボタンをクリックした画面である。ま

ず、入力ボックス上に目録例が示される。

次に、注記が一致し、1点加算され計8点

を得点に表示する。

シリーズ

　　　is6握4嚇瓢嚢之一・纏〔～一『

1＄慈N　　　l§蕪魏尋壌鵜駿講轟ひ7

　擦燕　　　　　　　　　　　壌録　　　　　　　　　 欝点＝8

0一マ数掌を詑録する　　コ黄任蓄3以上を詑録する

目録演習（すべての項目が一致）

4．結果・考察

　本研究では、学生が演習した内容をアン

ドロイドアプリが自動で採点し、” 目録例を

表示する機能を用意した。不一致と判定さ

れた項目は、一致するまで繰り返し入力で

きる。もし、学生が目録の項目の内容が分

からないときは、目録例を表示して入力を

することもできる。得点が8点になるまで

何回でも採点と目録ボタンは操作が可能で

ある。本アプリを使えば、パソコンがなく

てもタブレット端末でOPAC用目録作成の

演習ができる。大学の教室や自宅の他に通

学途中などの移動中でも操作が可能であり、

学習機会の自由度が増加した。

謝辞：本研究は平成24（2012）年度日本図書

館情報学会研究助成（研究代表者：天野晃

理化学研究所）の成果である。本実験用に

ソニー株式会社様からタブレット端末を提

供頂いたことに感謝する。
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大学図書館の利用を促すシリアスゲームの開発

　　　　　　村瀬愛美†　元木章博†

†鶴見大学文学部
｛motoki－a，tsunoda－h｝＠tsurumi－u．ac。jp

†‡農業生物資源研究所
kamano＠affrc．go．jp

角田裕之†　天野晃‡・†‡，‡‡

　　‡理化学研究所

抄録

‡‡筑波大学

大学図書館に関する知識とスキルを得るためのガイダンスは多く存在し，自学自習を
前提とした学習支援システムが開発されつつある。しかし，ゲーム的要素を内包し，
学習者のモチベーションを喚起・維持を試みる学習支援システムは存在しない。そこ

で，本稿では、大学図書館の利用経験が浅い学生へ向けて、シリアスゲーム「Biblio
Hunter」を開発した。学習者は出題（クエスト）に対し、　OPACを経て、書架にある当

該図書から解答の情報を探し出した。

1．はじめに

　大学の新入生に向けた大学図書館の利用者

ガイダンスは，多くの図書館で実施されている。

それらは必修の場合，90分を最長として，オリ

エンテーションや基礎ゼミ等の時間内に収まる

ようカリキュラムが組まれている（表1）。表1

は，CiNliにおいて，キーワード「大学図書館」

と「ガイダンス」を使って論理積検索した結果

（37件）から，新入生に対するガイダンスが実

施されており，「必修なのか選択なのか」と「実

施時間」が分かった13件について，まとめた

ものである。

表1新入生ガイダンス実施状況

文献

番号
著者 年 大学名 必選

時間
（分）

1 小川 1995 熊本学園大学 必 90
2 渡辺 1999 中京大学 必 90
3 戸田 1999 文教大学 必 90

4 図書館員 2000 奈良教育大学 必 90

5 松山 2001 高知医科大学 必 90
6 田中ら 2003 日本女子大学 必 30
7 山田 2005 嘉悦大学 必 80
8 関口 2010 城西大学 選 90

9 堤 2010
拓殖大学
北海道短期大学

必 60

10 宮城・作野 2010 愛知学院大学 必 90

必 30
11 日向 2011 都留文科大学

選 140

12 山形 2011 愛知江南短期大学 必 45

13 原ら 2012 横浜女子短期大学 必 90

　中には教職員が相談の上，内容やスケジュー

ルをアレンジして，更に詳しい内容を取り込む

工夫も見られる。中京大学図書館1）では，新入

生向けの必修ガイダンスに加えて，学部によっ

て存在する基礎ゼミ向けのガイダンスを設けて

いる。城西大学水田記念図書館2）では，一部の

学部学科では新入生全員がガイダンスを受講す

るようになった。それに加えて，未受講の上級

生も新入生ガイダンスの対象にしたり，上級生

や大学院生を対象にした中上級編も開講してい

る。

　しかし，高知医科大学附属図書館の松山3）は，

「学生の理解度アンケート（自己評価）の結果で

は，利用案内やOPACについて「よく理解でき

た」が50％程度であった」と報告しており，限

られた時間で実施されるガイダンスに依る新入

生への知識やスキルの定着は全学生に行き渡っ

ていないことが分かる。

　学生の学年進行とともに，教員が学生に求め

る情報活用・検索能力は高くなる。しかし，上

記報告2）のように，更に詳しい内容のガイダン

スも用意されているが，松山3）は「3年次生の

希望者を募って実施したところ，予想以上に少

なかった」と報告している。学生の自主性に頼

った場合，全てが自発的学びの行動には，つな

がらないことが分かる。日向4）は，大学図書館

における情報リテラシーと図書館利用教育に関

する情報リテラシー概念を検討した結果，情報

リテラシー教育の必修化と，それらを学生に獲

得させるためにカリキュラムの作成が必要であ

る旨，述べている。

　ガイダンスの必修化が出来ない場合も存在

し，学生ヘガイダンス内容の有用性や必然性を
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訴え，それらを学習するモチベーションの喚起

や維持を試みる必要があると考える。兵藤ら5）

は，九州大学附属図書館における新入生ガイダ

ンスの改善に取り組むにあたって，初年次教育

の授業と連携した図書館ガイダンスを実施して

おり，学習目標と動機付けに注目した。学習目

標は，教員のニーズが反映されているであろう

上位の授業科目から導出しており，同科目の目

標から「レポートやプレゼンのために特定のテ

ーマが与えられたときに，そのテーマについて

図書館で調べられるようにする」と設定した。

　松隈ら6）は，福岡市からの委託研究事業とし

て，ゲーム産業の拡大と人材育成を目的に，シ

リアスゲームを産学官共同プロジェクトとして

開発・評価を行っている。彼らは，病院と共同

して，リハビリを目的とした起立一着席訓練用ゲ

ームを開発した。その後，病院や介護老人保健

施設において有用性と安全性の検証を行い，エ

ビデンスを得ている。シリアスゲームとは，エ

ンターテインメント性だけを追求するゲームと

異なり，教育や社会的問題の解決を目的として

開発されたゲームを指す7）。代表的なシリアス

ゲームとして「フードフォース（FOOD
FORCE）」がある。これは，国連世界食糧計画

（WFP）が飢餓問題をテーマに制作したデジタ

ルゲームである。日本語版は，このテーマに共

感した株式会社コナミデジタルエンタテインメ

ントの協力により制作され，2005年10月に公

開された8）。

　山田9）は，中部大学附属三浦記念図書館にお

いて，新入生向けガイダンスを繰り返す中で，

図書館の知識に関して，学生が理解しているか

どうかを知るためにテスト（クイズ）形式にす

るのが適切ではないか，と結論付けた。東洋英

和女学院大学図書館の『図書館オリエンテーリ

ングin　「法学」』10）は，その開催目的が，法

学に関する図書等への動機付けという面もある

が，学生の皆さんにもっと図書館になじんでも

らうこと，活用してもらうことでもあるとして，

学生がゲームの要素を楽しみながら進めるプロ

グラムとして実施された。「楽しそうに次々とポ

イントをクリアしながら，図書館を利用する様

子は，なかなか壮観でした。」ともあり，こうい

ったクイズやスタンプラリーといったゲーム的

要素を入れ，利用者のモチベーションを高めた

り維持したりすることが，従来と異なった図書

館利用者の呼び水になるのではないだろうか。

　これまでの報告にあるように，図書館に関す

る知識とスキルを得るためのガイダンスは多く

存在し，昨今，自学自習を前提とした学習支援

システムが開発されつつある。日本女子大学図

書館の田中ら11）は、好きな時間にいつでも受

けられるようなWebサイトから学習できる図

書館ガイダンスのe一ラーニングを2003年8月

に作成した。しかし，ゲーム的要素を内包し，

学習者のモチベーションを喚起・維持を試みる

図書館に関する知識やスキルを養う学習支援シ

ステムは存在しない。

　本研究の最終的な目的は，大学図書館の多く

の利用者に、提供されているサービスを知り尽

くしてもらうことにある。そこで，そのための

一つの手段として、本稿では、大学図書館のサ

ー ビスについて、経験が浅い学生へ向けて、以

下の2つの観点に基づいたシリアスゲーム

「Biblio　Hunter」を開発することとする。

（1）学生自身の足で大学図書館内部を歩き，図

　　書や雑誌、新聞等を実際に手に取り，そこ

　　から情報を得て、大学図書館で提供してい

　　るサービスを実体験し，知ること。

（2）前項を一つのモバイル端末の中で閉じたシ

　　ステムで実施し、出題や採点等を行う。

2．対象の学習者

　文教大学越谷図書館の戸田12）は、「ガイダン

スは、図書館を利用しない学生に働きかけ利用

させるという点では、ほとんど効果が無いとい

える。」と述べており、そこで言われている約

10％の学生たちは、不登校の者に加えて、無関

心層の学生が含まれると思われる。

　本稿では、後者である無関心層の学生を含め、

ゲーム（という仕組み）に興味を持つ層を中心

に、図書館サービスの経験が浅い彼らをこのシ

リアスゲームの対象者としたい。

3．開発

　「Bibho　Hunter」は、　HT［〉［L5とCSS3、

JavaScriptで構築した。その際、利用した

JavaScriptのライブラリは、　enchant．js　13）
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Ver．　O．3である。ゲーム中に使用した画像は、「誰

そ彼亭14）」、「シアンのゆりかご15）」両Web

サイトで公開されているフリー素材の物を使用

した。Monaca16）を利用して、　AndroidOS用

のバイナリとして、apkファイルを出力し、タ

ブレット端末（SONY　Xperia（TM）Tablet　Pシ

リーズSGPT213JPIH）にインストールを行っ

た（図1）。当該のapkファイルは、ADT（Android

Developer　Tools）で作成した仮想デバイス

（AndroidOS　Ver．4．3）にインストールし、開発用

PC上で動作確認を行った。　Biblio　Hunterは、

図1のように、メインメニューから学習者が選

択する4つの機能から成り立っている。

（1）クエスト：学習者に対して問いかけを行い、

　　大学図書館内部において、指定された資料

　　を探し、解答を入力する。

（2）クイズ：大学図書館に関するクイズが出題

　　される。

（3）レファレンスツール：調べるために使える

　　資料を紹介する。

（4）トロフィー：クエストで得られたトロフィ

　　ーの確認をすることが出来る。

メイン

＿＿　、”一゜

クエスト

クイ

V7レン
ツール

トロフィー

図1Biblio　Hunterフロー図

図2　タブレット端末での起動例

圃

　図2は、Biblio　Hunterをタブレット端末で

起動した画面例である。画面遷移の例だが、メ

インメニュー（図3）から「クエスト」を選び、ク

エストの画面（図4）で出題内容を読み、解答の入

力促進ウィンドウに入力する（図5）。

図3　メインメニュー画面

図4　クエスト実行中画面例
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図5　クエストの解答入力促進画面例

4．結果と考察

　司書課程科目を履修している2年生の学生1

名に、説明無しに「Bibho　Hunter」が起動した

タブレット端末を渡したところ、クエスト画面

にたどり着いた後、OPACで当該図書を検索し

始めた。そして、大学図書館内にある開架図書

の書架へ向かって移動し、当該図書から解答の

情報を探し出した。

　シリアスゲームの仕組みとして機能してい

ることは確認されたので、今後は適正な課題を

用意することが必要になる。
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「BL」資料の図書館での扱い

～ 小説における「腐女子」が好む属性の傾向の調査を通して～

　　　　　　　　　　　金丸早希1†

　　　†鶴見大学文学部
2224028＠stu．tsurumi－u．ac．jp

角田裕之主

　　　　　‡鶴見大学文学部
　　tsunoda－h＠tsurumi－u．ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　2008年に一般市民からBL資料（ボーイズ・ラブ）本を図書館に置くことに抗議i

があったことを発端に関西のある公立図書館から、約5500冊ものBL本が排除され

そうになった。しかし、この中にはBLではない図書も多く排除対象とされていた。

近年、同性愛について世界的に意識の変化があるにも関わらず、日本の図書館におい

て有害図書とみなされてしまう現状がある。腐女子（BLを好んで読む女性・男性を

よぶ）に対する学生の意識調査と図書館の蔵書調査から、現状を調査・分析し、BL

資料の望ましい扱いを考察する。

1．はじめに

　2008年に一般市民から図書館にBL資料

を置くことに抗議があったことを発端に関西

のある公立図書館から、約5500冊ものBL

本が排除されそうになった［1］［2】。詳細として

は、ホームページ市民の声Q＆AにBL資料

（ボーイズ・ラブ）本を購入した趣旨や目的、

またこれまでに購入した冊数及び購入費を教

えて欲しいという問い合わせがあり、質問と

行政側の回答が掲載された。その回答として、

現在対象とされる5500冊を閉架に保管して

おり、後に排除するというものであった。し

かし、この中にはBLではない図書も多く排

除対象とされていた。近年、同性愛について

世界的に意識の変化があるにも関わらず、日

本の図書館において有害図書とみなされてし

まう現状がある。椎名ゆかりによると、アメ

リカで日本のマンガが発売されたのは1987

年で、2007年に発売されたマンガの内、

113がBLであったという［3】。2012年本屋

大賞を受賞した、三浦しをん著『舟を編む』

［4】の中でもファーストフード店で女子高校

生がBLという単語を用い、会話を行ってい

る様子が描かれている。また、以前から、BL

ジャンル・レーベルではなくともニュアンス

を感じさせる作品は多くあった。腐女子に対

する学生の意識調査と図書館の蔵書調査から、

現状を調査・分析し、BL資料の望ましい扱

いを考察する。

　2．方法

　調査方法は大きく分けて2つである。　アン

ケート調査を実施する。調査対象者は、鶴見大

学文学部生　（実施全166人、内156有効、内

10無効、アンケート実施日は2013年7月19

日、24日）とする。　「図書館の自由に関する

宣言」の基でBL資料の利用者意識調査結果と

先行論文との比較を行う。利用者意識調査結果

は先行論文、佐藤真奈美著『日本文学科腐女子

概論一学生のアンケート結果から一』［5］他との

比較調査研究を行う。

　アンケート調査の内容は、佐藤真奈美が実施

したアンケートを参考にし、回答方法は、『実例

で良く分かるアンケート調査と統計解析』［6］

を参考とした。

　主な質問項目は次の通りである。質問1あな

たは、腐女子（腐男子）ですか。問2あなたは、

BL（ボーイズ・ラブ）というジャンル（小説・マン

ガ・メディアコンテンツ）を知っていますか。質

問3あなたは男性同士の恋愛をテーマにした作

品を読み（観る・聴き）ますか。質問3a（1）あなた

はBL（ボーイズ・ラブ）作品を読んでみたいです

か。（2）あなたが（1）でそう答えた理由を教えて下

さい。質問3b（1）作品タイトルを教えて下さい。

（2）作品の媒体を教えて下さい。（3）あなたはどう

やってその作品を知りましたか。（4）あなたが読

み始めたときにそれが、BL（ボーイズ・ラブ）作
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品だと知っていましたか。質問4（1）あなたは、

BL（ボーイズ・ラブ）を図書館で利用したことが

ありますか。（2）あなたがよく利用する公共図書

館を教えて下さい。（3）あなたが利用したのは、

閲覧・貸出のどちらですか、質問5（1）あなた

は、公共図書館に男性同士の恋愛作品があるこ

とをどう思いますか。（2）あなたが（1）と答えた理

由を教えて下さい。質問6（1）もし、公立図書館

に男性同士の恋愛作品を配架するとしたら、あ

なたならどこなら良いと考えますか。

（2）あなたが（1）と答えた理由を教えて下さい。

質問7（1）あなたの友人はあなたが腐女子・腐男

子であることを知っていますか。（2）その友人は

同性・異性のどちらですか，（3）あなたは友人と

BLについて話題にしたこと（すること）があり

ますか。（4）話題になった内容について教えてく

ださい。（5）あなたが好きな時代設定は何ですか。

好きな順に3つ教えて下さい。（6）あなたが好き

な職業の組み合わせは何ですか。（7）あなたが考

える萌えを教えてドさい。（8）あなたが、一番、

購i入・利用頻度が高いメディアを、頻度が高い

順に3つ教えて下さい，，（9）あなたは、1ヶ月に

どれくらい読み（聴く・観る）ますか。その内訳（小

説マンガ，CD（ドラマCD、キャラソンなど），ア

ニメ・映画など（DVD含む），インターネット，ゲ

ー
ム，その他）を教えて下さい。（10）あなたが読み

始めたきっかけは何ですか。（11）あなたは読む

ことに対して抵抗を感じますか。（12）あなたが

（1）でそう答えた理由を教えてドさい。‘質問8（1）

あなたは腐女子とは、男性同士の恋愛小説・漫

画などを好んで読む人のことを指しますが、あ

なたは、男同士の恋愛と訊いてどのように感じ

ますか。（2）あなたは、それを好んで読む人がい

ることを知っていましたか。（3）あなたは、どの

くらい前から知っていましたか。質問9どうぞ、

ご自由にお書き下さい、

3．結果と分析

　アンケート調査の結果を次の通りである。

（1）全員への質問と回答の分析

　回答者の比率を円グラフで示し、分析した結

果をコメントする。

　

％3
9

　
1

　
％4
0

　
1

　

％2
7

　
2

図1学年別回答率

　
％1
4

　
4

　1年生からは69人、2年生からは42人、3

年生からは30人、4年生からは16人の回答が

あった。なお、全体回答率は94％であった。

女

46％ 男

54％

図2男女比率

　回答者のうち、男子は84人、女子は73人で

あった。

《8＞

いいえ

123人
79％

（A）

はい

33人
21％

図3　質問1の回答結果

　質問1より、鶴見大学での腐女子率が分かる。

予想では半数を超えると考えていたが、全体の

約2割と予想を反して少なかった。
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無回答＿．．．．V擁

　1％　　　　　＼㌔　効

　　　　　　、、票
　　　　　　室6｛垢
　　（E）

　　26％

　　　　（B）

（A）　　．、3％

8％／／

　　ん　　（C）t’t

＼，’f　　17％

と回答した者で（A）または（B）と回答した者

は見られなかった。さらに、（A）全く読ま（観・

聴か）ないと回答した者の中でも「興味がない

から」という回答理由が多く見られた。また、

質問3aにおいて、読んでみたいかという問い

では、知らない人では、（B）読んでみたいとい

う人も見受けられたが、こちらも興味がないと

いう理由が多く見られた。
（D）

39％

図4　質問2の回答結果

　質問2において（A）全く知らないと回答し

たのは、13人、（B）知らないと回答したのは、

5人、（C）聞いたことはあると回答したのは29

人、（D）知っていると回答したのは64人、（E）

よく知っていると回答したのは44人、無回答

が1人であった。質問1において、（B）いいえ

と回答した者の中でも（D）知っていると回答

した者は22人、（E）よく知っていると回答し

た者は55人であった。以上のことから、腐女

子である・なしに関わらず、言葉自体の認知度

は高いことが窺うことができる，

よく読む曳観る・　無麟累

　灘く）　　　　戯

　寡％

譲iむ｛難蚤・聴

　く，

　掛囑

どちらともいえな

　　い
　ま2覧
　　　　；魯；諭塞｛鰻・難

　　　　　か潅い
　　　　　　三乏購

、轟窯く読ま

ご罐・磯か1ない

　轟z鎚

図5　質問3の回答結果

　質問3で（A）全く読ま（観・聴か）ないと

回答した者は、70人、（B）読ま（観・聴か）

ないと回答した者は27人、（C）どちらともい

えないと回答した者は19人、（D）読む（観る・

聴く）と回答した者は26人、（E）よく読む（観

る・聴く）と回答した者は14人であった。ま

た、（B）いいえと回答した者でも読む（観る・

聴く）と回答した者が数名見られた。（A）はい

B－D＼E無圏答

　　・，．　c　？LI

　　　M

　　　　　

A

図6　質問4（1）の回答結果

　質問4の公共図書館でBL資料を利用したこ

とがあるかという質問では、（A）ないと回答し

た者が147人、（B）たまに利用すると回答した

者が1人、（C）利用したことがあると回答した

者が5人、（D）よく利用すると回答した者が1

人、（E）どちらともいえないと回答した者が1

人であった。（A）ないと回答した者が全体の

94％であることから利用率が低いことが分か
る。

大変好ましく　　　　　，〆／無園答

ないと思う、　　　　，－　　　　Is6

　86　　＼

女ぞ：葛Eしくなし、と愚’

　　う

童

好ま轄う

ぐムうメこ　　ましく

　量1

どちらともいえな

　い

図7　質問5の回答結果
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質問5において、（A）大変好ましく思うと回答

した者は2人、（B）好ましく思うと回答した者

は14人、（C）どちらともいえないと回答した

者は107人、（D）好ましくないと思うと回答し

た者は19人、（E）大変好ましくないと思うと

回答したのは12人であった。その中でも（A）

または（B）と答えた中でも、BL資料があるこ

とは、図書館の収集方針が広いことであるので

とても良いという回答理由が見られた。

　無回答～

　　1％　7
　　その他
　　　8％
（D）配架

すべきで

はない

一15％

（C）開架・閉

　架
どちらでもよ

　い
　44％

（A）開架

18％

（B）閉架

14％

4．結論

　アンケートから、鶴見大学における腐女子率

は、約2割であることが分かった。BLについ

ては、腐女子ではない人であっても認知度が高

い。なお、BL本を好むのは男子よりも女子の

方が多かった。

　また、BL資料の図書の利用率は低いという

結果が出た。

　今後の課題としては、サンプリング調査を実

施し、現状では、開架と閉架のどちらに蔵書さ

れている場含が多いのかを調査していきたい。

調査対象は、県庁所在地の公共図書館の中央館

と鶴見大学図書館とし、調査図書は、市販のB

Lから20冊程度選定する。その方法として、

サンプリングリストを元に作品を図書館の

OPAC（web）で検索し、所蔵（閉架と開架）

の有無を調査する予定である。

また、図書館で近代日本小説（913．6）開架図書

として扱う方法を考察する。

引用文献

図8　質問6の回答結果

　質問6のもし配架するとしたらどこに配架し

たらよいと思うか」という問いでは、どちらで

もよいが最も多い回答結果となった。開架では、

目立つ置き乃は善くないが、置くならば、閉架

ではなく開架に置くべきではないかとの理由が

みられた。性的描写の度合いにもよるが、表紙

など一目見て、直接的な表現があるものでなけ

れば、開架でもよいのではないかと考える。閉

架では、子どもの教育上よくない、読みたい人

はどこにあっても読むはずなので、閉架でよい

と思うといった理由がみられた。また、逆にど

ちらともいえないでは、図書館の収集方針に従

うべきという理由がみられたことから、非常に

難しい問題であることも分かる。その他の回答

としては、開架で別置にすべきという理由が挙

げられた。

［1］みんなの図書館図書館問題研究会，382，

　p78－83，2009
［2］上野千鶴子，皐田みどり，堺市立図書館、BL

　　本排除騒動の顛末，創，39（7），p106・113，2009

［3］総特集BLスタディーズアメリカでのBL
　　マンガ人気，ユリイカ，39（16），2007

［4］三浦しをん，舟を編む，光文枇p259，2011

［5］佐藤真奈美，日本文学科腐女子概論一学生

　　アンケートの結果から一，日本文学ノート

　　宮城学院女子大学日本文学会，68（46）

　　p100－125，2011．

［6］菅民郎，実例でよくわかるアンケート調査

　　と統計解析，ナツメ社，p335，2011

［7］真久保恭子，Microsoft　OiiEice　Specialist攻

　　略問題集Microsoft　Oflice　Excel　2007［新

　　装版］，日経BP社，　p408，2010
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日本における科学技術情報政策：NIST構想の実像と評価

　　前田　知子

政策研究大学院大学
cmaeda＠jst．go．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

科学技術情報流通の全国的な情報体系として1969年に提案されたNIST構…想は、そ
の後20年以上にわたり科学技術情報政策の基本構1想として関連の政策文献等の中で
紹介されてきた。だが同構想への評価は高いとはいえず、その根拠も十分に把握され
ているとはいえない。本研究では、同構想による成果や問題点を把握するとともに、
情報機関の整備、機関間の連携等の視点から、その妥当性や要因について考察した。

1．背景及び問題意識

　科学技術分野の研究活動には、学術論文や計

測・観測データ等（以下、「科学技術庸報」とす

る）の入手・活用が不可欠である。これを可能

にするための諸活動は、学協会、大学図書館、

研究所内の組織、情報サービス機関等、様々な

機関によって担われることから、科学技術晴報

の効率的な入手・活用には、これらの機関間の

連携が必要となってくる。例えば、ライフサイ

エンス・臨床医学分野では近年、個々の機関で

整備されてきた複数のデータベースを複合解析

する必要性が高まっており、国が実施すべき施

策として、「データベースの統合的活用戦略」が

提案された（1）。情報処理／通信技術の進歩が目覚

ましい現代にあっても、個別に組織化・整備さ

れてきた情報の統合的活用には課題があり、政

策的関与が求められている。

　科学技術情報に係る機関間の連携が科学技術

政策（2）の課題として取り上げられたのは、情報

処理／通信技術が科学技術情報の流通に利用さ

れる以前の1950年代後半である。1957年のソ

連によるスプートニク打ち上げ成功の背景には、

科学技術晴報に対する国家的支援があったこと

が米国議会において注目され、科学技術清報に

国の政策が関与することとなった。こうした中、

一国の中で科学技術1青報を円滑に流通させるた

めの「国家的1青報システム」を実現するという

考え方が次第に形成されていった。（4）

　日本においても、1969年に科学技術盾報に係

る機関の育成と相互連携を目指す「科学技術1青

報の全国的流通システム」（National　infor－

mation　System　for　Science　and　Technology

（NIST））構1想が提案された。　NIST構想は、

その後20年以上にわたり科学技術政策の政策

文献等の中で科学技術晴報政策③の基本構想と

して記述されてきた。しかし、同構想に対して

は、「構想を示したにとどまり実現性に乏しい」、

「特定機関を強化するために提案されたもの」

といった評価がなされることが多い。また、こ

れらの根拠となる、同構想によって何が実施で

き何が実現できなかったのか、についての事実

関係の把握も十分には行われてはいない。

2．研究目的

　以上を踏まえ、本研究ではまず、MST構想

に関して以下の点を明らかにする。

　1）MST構想による成果とされていること

2）MST構想に示されたが実現できなかったこと

前者については、それらをNIST構想による成

果とみなすことの妥当性についても考察する。

また後者については、その要因を該当する時代

の科学技術政策の動向や情報処理／通信技術の

状況等を踏まえつつ考察する。さらに、これら

の検討を通じて、現代においても課題とされて

いる、科学技術晴報に係る機関間の連携推進に

資する含意の獲得を目指す。

3．研究方法

　N工ST構想の提案や具体化方策に関する検討

内容にっいては、科学技術会議による答申等及

び科学技術庁による同構想の検討報告書を参照

した。また同構想に関する事実関係の把握には、

同構想の実質的な担い手であった科学技術庁に

よる「科学技術白書」（以下、「白書」とする）

及び「科学技術庁年報」（以下、「年報」とする）
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について、同構想の原型がみられる1960年か

ら記載が見られなくなる1990年代半ばまでを

対象に調査した。それぞれの文書の特徴（5）をふ

まえ、白書からは主としてNIST構想に関する

検討状況を、年報からは、主として実施状況を

把握した。また、科学技術庁関係者以外によっ

て書かれた文書についても記載内容を調査した

ほか、1970年代後半以降に実施された関連の検

討やMST構想に対する評価については、関係

者へのインタビューを実施した。

4．NIST構想について

（1）全国的流通システムの提案

　NIST構1想は、1969年10月の科学技術会議i

第による諮問第4号「科学技術清報の流通に関

する基本的方策について」に対する答申（以下、

「第4号答申」とする）の中で提案された。第

4号答申では、次の4項目が「科学技術振興の

長期的な観点から科学技術情報の流通に関する

基本的方策」として示されている。MST構想

はこれらのうち、1）を実現するための方策とし

て提案されたものである。

1）科学技術情報の全国的流通システムを確

　　立し、その整備をはかること。

2）国際的科学技術情報流通システムと協力

　　する体制をつくること。

3）科学技術晴報に関する人材の育成、確保を

　　はかること。

4）科学技術情報の処理技術および処理方式

　　を開発すること。

（2）提案の背景

　MST構想の背景となった問題認識として、

第4号答申では、「科学技術晴報の円滑な流通

をはかるため、各種1青報機関を個々に整備する

だけでなく、有機的に結合させ、効率のよい流

通システムとなりうるようにすることが必要で

ある」と述べている。こうした“個々の情報機

関の整備とそれらの連携”という同報告書の考

え方が政策文献に最初に示されたのは、1960

年10月の科学技術会議iによる諮問第1号「10

年後を目標とする科学技術振興の総合的基本方

策について」に対する答申（以下、「第1号答

申」とする）においてである。第1号答申では、

科学技術情報の流通の課題に対応するためには、

「各種の情報機関の特質を十分発揮せしめると

とともに、国全体としての情報体系を確立する

ごとく措置しなければならない」としている。

そして「将来の情報体系の構想」として「総合

センターを中心とし、これにそれぞれ特色ある

専門センターおよびデータセンターを配するご

とく体系化するのが適当である」としている。

第1号答申では、諸外国における情報機関の状

況には、総合センターを有する国（ソ連、フラン

ス、ユネスコ援助により情報センターを設立したイ

ンド、エジプト等）、分野ごとに有力な情報機関

が存在し総合センターを要しない国（米国、西独

等）の双方があるが、これらも踏まえた上で総

合センターを中心とした形を採用している。情

報体系として、独立分散型ではなく中央集中型

の形をとった（4）ということができる。

　このようにMST構想の原型となる考え方は、

1960年の第1号答申の中で既に示されている。

これは、各国から注目された米国の科学技術情

報に関する報告書「科学、政府、情報」（1963

年、通称ワインバーグ報告書）（6）よりも早い。ワ

インバーグ報告書は、米国の科学技術情報の流

通に、科学者、研究所、学協会、政府機関が果

たすべき責任について勧告したものである。米

国と日本では情報体系に対する考え方が異なっ

ているが、同報告書がMST構想の提案を促進

した面はあるだろう。また、ユネスコと国際学

術連合ICSUによる世界科学情報システム

（UNISTS）に関する報告書が示されたのは

1969年、ユネスコが1皿A等と共同で国家清報

システム（NATIS）を提起したのは1974年であ

る。NIST構想の提案は、1章でも述べたよう

に国際的な情勢を反映してはいるが、これらの

後追いで検討されたものではないといえる。

（3）具体化に向けた検討

　第4号答申のMST構想の提案を受け、次の

ように同構想の具体化に向けた検討が実施され、

その結果が報告書として取りまとめられた。

①MST検討委員会（1970年4．月より2年間、

　科学技術庁に設置）：情報関係専門家により

　MST構成機関の機能分析を実施

②科学技術清報懇談会（1973年2月発足、科

　学技術庁長官の私的諮問機関）：報告書「科学

　技術1青報の全国的流通体制の整備に関する報

　告について」（1974年8月）

③科学技術晴報活動推進懇談会（1978年5月、
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科学技術庁において開催）：報告書「科学技術

情報活動の目標と施策について」（同年12月）

　①による構成機関の機能についての検討結果

を踏まえ、②の報告書においてNISTのコンセ

プトがより具体化された。NIST構想の説明と

して使われる基本的フレームワーク（図1）は

②の報告書において示されたものである。

中央調整機能の
調整対象範囲

1情報利用者9
L－一一一一一一一」

図1　NISTの基本的フレームワーク

　②から5年を経て取りまとめられた③の報告

書では、科学技術1青報をめぐる状況変化、すな

わち情報技術の進歩とこれを利用したサービス

の発展等を踏まえ、これらに対応するため、デ

v－一一・一 タベースやオンライン検索サービスの拡充な

どの施策が必要であるとしている。MST構戒

機関の育成についても言及はされているが、や

や形式的なものとなっている。

（4）1980年代以降のMST構想

　1980年代以降も、MST構想は科学技術情報

に関する政策文献の中で記述されているが、い

っそう形式的なものとなる。1983年8月の科

学技術会議科学技術晴報小委員会「科学技術情

報の流通に関して当面する課題への対応につい

て」では、同構想は参考資料に書かれるに留ま

っている。1989年12．月の科学技術会議による

諮問第16号「科学技術振興基盤の整備に関す

基本方針について」に対する答申（以下、「第

16号答申」とする）では、「NIST構想の基本

理念に基づきつつ」と記述されているのみであ

る。この時点で同構想は「絵としてはあったが、

ほとんど機能していなかった」（7）と認識されて

いる。

　また白書及び年報における記述をみると、そ

れぞれ平成7年版（1995年）及び年報38（平

成5年度、1993年）が、NIST構i想についての

記述が見られる最後となっている。

5．NIST構想の成果と問題点

（1）情報機関の整備

　NISTを構成する機関として示されている総

合センターは、第1号答申においで一次情報の

収集や二次情報の作成、文献の複写等を担う情

報機関として説明されており、設立間もない目

本科学技術情報センター（JICST）がこれに該

当することは、明示されていないが明らかであ

る。白書では「総合センターとしてはJICST

が必要な機能を備えてこの役割を果たすことに

なる」（昭和49年版）、年報では「総合センター

としてのJICSTのi整備」（18、昭和48年暖）と

いった記述が見られる。Nlsrl］構想により”CST

の強化をはかろうとしたことは確かである（8）。

　NIST構想はまた、専門センターやデータセ

ンターの設立や育成にも一定の寄与があったと

いうことができる、例えば白書の昭和45年版

では、「MST構想が提示されて以来、政府、民

間各界において専門センター的な機能を持った

新しい科学技術情報機関の設立が提唱」され、

医薬、鉄鋼、特許、化学の各情報を対象とする

機関設立の動きがあること、データセンターと

して熱力学データセンター、高圧データセンタ

ーが設立されたと記述されている。また寺村は、

同構想が契機となって次のような専門センター

が設立されたとしている（カッコ内設立年）⑨。

　・日本医薬情報センター（1972年）

　・化学情報協会（1971年）

　・日本特許情報センター（1971年）

　・国際医学情報センター（1972年）

　・鉄鋼技術情報センター（1978年）

　・農林水産研究情報センター（1978年）

（2）情報機関間の連携

　情報機関間の連携に関するコンセプトは、

NIST構1想の具体化方策の検討を経て、図1に

示す形で取りまとめられた（1974年）。しかし、

施策化されたのは、1981年に新設された科学技

術振興調整費による「ネットワーク共用による

化合物情報等の利用高度化に関する研究」
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（1981年～1985年）のみと言ってよい。同研

究は、オンラインネットワークのシステムの形

成をはかることで、MST構想の具現化を目指

すものであるとしている（10）。しかし、同構想を

掲げなくとも、情報技術の進歩が施策化を可能

にした面が大きいのではないだろうか。

6．考察

（1）情報機関の整備という点から

　調査資料の範囲では、NIST構…想は総合セン

ターとしてのJICSTだけでなく、専門センタ

ー等の育成にも寄与したということができる。

しかし、1970年代の専門センターの設立が、同

構想が提案されていなければできなかった、と

までは言えないと考えられる。

　JICSTの強化に同構想がどの程度効果的で

あったのかの詳細な分析も必要であろう。

JICSTは、二次情報を中心とした情報サービス

を、民間からの資金提供も受け、受益者負担で

提供するという形で、その設立が国の施策とし

て認められた（1957年）経緯がある（11）。従っ

てMST構想の提案には、こうした政策上の根

拠の弱さを理念的に裏付けようとした面もある

といえる。1960年に海外での動向よりもやや早

い段階で同構想の原型が示された理由のひとつ

は、ここにあると考えられる。一一方、情報技術

の進歩は、MST構想がなくとも、　JICSTでの

二次情報のオンラインサービス化を根拠づける

ことができたのではないかと考えられる。

（2）情報機関間の連携という点から

　科学技術庁は科学技術政策の調整機能を果た

すことを任務の一つとしていたため、科学技術

情報における調整機能をMST構想を通じて試

みようとした面があると考えられる（8）。しかし、

予算の獲得と配布の権限を持たずに調整機能を

果たすことは現実的に不可能といえる。機関間

連携の施策が科学技術振興調整費の新設まで実

現しなかったことが、これを裏付けている。

　また、JICST設立は、研究者コミュニティに

よる従来からの情報流通を軽視した面がある面

があるのは否めない（11）。総合センターとして

JICSTの強化や、中央調整機能によるトップダ

ウン的な情報体系を示した同構想への拒絶感は

強かったと想定される。

　NIST構想のコンセプトは施策化に成功した

とはいえず、また基本構想としても特に1980

年代半ば以降は形骸化した⑦とされている。そ

れにもかかわらず、同構想に関する記述が残り

続けた理由の一つとして、1974年の報告書で示

されたフレークワークのまとまりの良さをあげ

ることができる。

　白書及び年報に同構想に関する記載が見られ

なくなる1990年代半ばは、インターネットが

普及し始める時期と重なる。これには、中央集

中型の情報体系がインターネット時代にそぐわ

なくなった（12）という判断によるものと考えら

れる。その後、例えば第4期科学技術基本計画

（2011～2015年度を対象）の中で科学技術情

報に対して講ずべき施策等は記述されているが、

新たな情報体系のフレームは示されてはいない。
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「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」の数値目標と日本図書館協会

　　　　　　　　　　　　　　　薬袋秀樹

　　　　　　　　　　前筑波大学図書館情報メディア系

　　　　　　　　　　　　qzwO4141＠nifty．　com

　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　本研究の目的は，「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」に数値目標を含めること

を求める日本図書館協会の意見について検討し，その意味を明らかにすることである。「公

立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」（2001）以降の関連文献を調査した結果，日本

図書館協会の意見は，「望ましい基準」に数値基準を含めるという実行不可能と思われる

要望を行いつつ，数値目標が除かれた背景には触れていないことが明らかになった。

1．　はじめに

1．1　研究の背景

　文部科学省（以下，文科省という）は，2012

年12月に，「公立図書館の設置及び運営上の望

ましい基準」（平成13年文部科学省告示132
号）1）を改正し，「図書館の設置及び運営上の

望ましい基準」（平成24年文部科学省告示第

172号）2）を告示した（以下，それぞれ「旧基

準」「新基準」という）3）。旧基準，新基準に共

通する特徴は数値目標が含まれていないこと

である。

　他方，日本図書館協会（以下，日図協という）

は，2009年，2012年に新基準に関する意見を3

回発表し，2013年5月にその要約4）を発表して

いる。意見では，基準に数値目標を加えること

を強く求めている。

　このように，両者の見解は大きく異なってい

る。わが国における図書館基準の在り方を考え

る上で，この相違はなぜ生じたのか，どうとら

えるべきなのかを明らかにする必要がある。

1．2　研究の目的

　本研究の目的は，新基準に数値目標を含める

ことを求める日図協の意見について検討し，そ

の意味を明らかにすることである。

1．3　研究の方法

　資料として，旧基準と新基準に関する文献を

網羅的に収集する。基準については2009年の

基準を含める。次の4つの研究課題を設定し，

この観点から文献を分析する。①新基準の数値

目標はどのようなものか，②日図協の意見はど

のようなものか，③旧基準の数値目標はどうで

あったか，④日図協の意見にはどのような意味

があるか。

　公立図書館基準の理論に関して，池内淳（筑

波大学）による論文5）（2007）がある。旧基

準や数値目標についても論じている。旧基準，

新基準については，ほかに，それぞれ数件の雑

誌記事があるが，研究論文はない。

2．「図書館の設置及び運営上の望ましい基準」

　（2013）の数値目標

2．1　基準の検討経過

　2009年7月，文科省は，「望ましい基準」の

在り方を検討するために，これからの図書館の

在り方検討協力者会議（以下，「協力者会議」

という）を設置した。協力者会議は，20012年8

月，「図書館の設置及び運営上の望ましい基準

の見直しについて」　（以下，「協力者会議報告

書」という）を作成した。文科省は，この報告

書を踏まえて改正案を作成し，パブリックコメ

ントを経て「望ましい基準」を改正し告示した。

　新基準に関する資料として，文科省生涯学習

政策局社会教育課『図書館の設置及び運営上の

望ましい基準（平成24年文部科学省告示第172

号）について』6）があり，協力者会議報告書と

2012年12月の「『図書館の設置及び運営上の

望ましい基準』の告示について（通知）」　（以

下，「局長通知」という）等を収録している

2．　2　数値目標

　協力者会議報告書は，「1　基本的な考え方」

「H　『設置及び運営上望ましい基準』の具体

的な内容」「参考資料」からなり，Hの「3．そ

の他留意すべき事項」の「（1）数値基準」で，

「目標基準例」を参考に，「各地方公共団体（教

育委員会）で数値目標を設定し，その達成に努

めること」　「都道府県が，サービスの地域格差

を解消するため域内の図書館に共通する基準

を策定し，その達成を支援することが望ましい」

と述べている。各地方公共団体による数値目標
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の設定，都道府県による基準の策定を提案して

いる。

　「参考資料」の2では，「目標基準例」を示

している。これは，全国市町村立図書館の人

口段階別貸出密度（住民1人当たり貸出資料

数）の上位10％の市町村の28項目に関する

平均数値で，実質的には，上位5％の数値で

ある。これを参考にしつつ，「数値目標」を

設定し，達成に努めることが期待されている。

　「局長通知」の「留意事項」では，各図書館

が，これも参考にしつつ，数値で設定できるも

のはできる限り数値目標とすることを求めて

いる。

3．日本図書館協会の意見

3．1委員会の設置
　日図協は，2009年10月，望ましい基準に関す

る協力者会議での検討において留意すべきこ

とをまとめるため，日図協図書館政策企画委員

会の下に望ましい基準検討チームを設置した。

メンバーは次の通りである7）。なお，委員，委

員長は同委員会の委員・委員長である。

　座長は，座間直壮（委員），委員は，大橋直人

（委員長），長田薫（浦安市立図書館），常世田

良（日図協事務局次長），名越正信（専門図書

館協議会事務局長，常任理事），西村彩枝子（委

員，常務理事），三村敦美（常務理事），山本宏

義（委員，常務理事）である。

　約1か月で留意事項をまとめ，11月の常任理

事会で検討し8），12月の常任理事会で確認し

9），12．月6日付けで『図書館雑誌∫2010年2

月号に掲載している1°）。これが第一の意見で

ある。11月の常任理事会では，チームによる提

起内容として，「図書館設置やサービス水準の

目標数値を示すことが効果的である」ことが紹

介されている。

　その後，2012年9月に，文科省によって，「公

立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」改

正案に対するパブリックコメントの募集が行

われた。検討チームは改正案を検討し，日図協

名で意見書を提出し，同協会のウェブサイトで

公表している。これが第二の意見であるll）。

なお，第三の意見は「代読サービス」に関する

ものであるため，除外する。

3．2　意見の内容

　第二の意見のうち，数値目標に関するものは

次のとおりである。

・「6　国（政府）の役割　（第1総則七）を

加える」

　　更に，「望ましい基準」の達成状況を把

　握するために，図書館設置や運営，サービ

　スの水準についての評価項目を示し，目標

　数値を掲げること。

・「7　基本的運営方針及び事業計画」

　　②「運営に関する適切な指標を選定し，

　　これらに係る目標を設定するとともに，」

　　とあるが，一定水準のサービスの達成には，

　それを支える基盤整備が欠かせない。施設

　規模，蔵書・開架図書数，年間図書購入冊数，

　職員数などの指標と目標数値を挙げる。

　協力者会議報告書の参考資料として挙げ

　ている「目標基準例」を本基準に例として

　加える。

・「9　図書館協議会について」

　　開催頻度については年6回以上の開催
　　に努めることを提起する。
・　「25施設・設備」

　　都道府県立図書館は，市町村立図書館の

　求めに応じた資料提供の役割があり，その

　ための必要な資料の保存収蔵スペースの

　確保が求められている。しかし，現状では

　法律や基準等に明確な記載がなく，都道府

　県立図書館において資料提供のための必

　要な保存収蔵スペースの確保はそれぞれ

　の判断に委ねられている。このことについ

　て明確な基準等の記述が必要である。

　以上を整理すると，施設規模，蔵書・開架図書

数，年間図書購入冊数，職員数などに関する指

標と数値目標，図書館協議会の開催回数，都道

府県立図書館の保存収蔵スペースに関する明

確な基準のほか，図書館設置，運営，サービス水

準に関する評価項目と目標数値の記載を求め

ている。

3．3　関連する意見

　図書館問題研究会のパブリックコメントは，

日図協と同様に「数値基準が必要である」とい

うものである12）。

4．　「公立図書館の設置及び運営上の望ましい

　　基準」（2001）の数値目標

4．1「公立図書館の設置及び運営に関する望ま

　　しい基準」（1992）

　旧基準には数値目標は含まれていないが，そ
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の約10年前の1992年に発表された「公立図書

館の設置及び運営に関する望ましい基準」（以

下，1992年基準という）13）には数値目標が含ま

れている。これは，生涯学習審議会社会教育分

科審議会施設部会図書館専門委員会が発表し，

生涯学習局長名で各都道府県教育委員会に通

知された。名称は「設置及び運営に関する」で，

図書館法第18条で定める「設置及び運営上の

望ましい基準」とは異なり，大臣告示されなか

った。数値目標として，人口1人当たりの年間

貸出冊数，市町村立図書館の人口段階別の開架

冊数の総数及び毎年の収集冊数（開架冊数に対

する比率）の3項目が挙げられている。

4．2「公立図書館の設置及び運営上の望ましい

　　基準」（2001）

　これは，生涯学習審議会社会教育分科審議会

計画部会図書館専門委員会が検討を行った。数

値目標を除いた理由について，専門委員会主査

の田中久文（日本大学）は，「協議の過程で数

値を入れるべきとする意見も強かったが」14）

「これまでの経緯をふまえるならば，数値基準

を入れると告示にはならなかった」15）と思う，

委員の糸賀雅児（慶磨義塾大学）は「細かい数

値を入れたら絶対に大臣告示にならなかった

だろう」16）と述べている。田中は，その理由と

して，次の2点を挙げている15）。

・ 自治体の裁量に任せるという大原則がある。
・ 国の地方分権推進会議の中間報告で，公民館

　と博物館の望ましい基準の数値目標を削除
　すべきであると述べている17）。

　なお，田中は触れていないが，既に1998年の

生涯学習審議会答申「社会の変化に対応した社

会教育行政の在り方について」で，公民館，博物

館の望ましい基準の数値目標の大綱化の検討
を求めている18）。公民館については，「公民館

は地域に密着した活動が求められる施設であ

り，画一的かつ詳細な基準を定めることは適当

でないことから，今後，こうした基準について

は，公民館の必要とすべき内容を極力大綱化・

弾力化するよう検討する必要がある」と述べて

いる。この結果，2003年に公民館と博物館の望

ましい基準が改正され，数値目標は削除された。

4．3　協力者会議の考え方

　このように，社会教育施設の「望ましい基準」

に数値目標を含めないことは，文科省だけでな

く，政府の方針である。したがって，協力者会議

では，基準を告示するために，数値目標に関し

ては，旧基準の考え方を採用することにしたの

である。

5．日図協の意見の意味

5．1　数値目標の実現可能性

　日図協は，基準に数値目標を加えることを強

く主張しているが，これは，政府の方針と異な

り，実現不可能と思われる。2000年当時，『図

書館雑誌』は，田中久文や文科省担当者の記事

を掲載していないが，越塚美加による報告19）が

『現代の図書館』に掲載されている。

5．2　数値目標に関する意見の影響

　日図協の意見では，要望だけが述べられ，数

値目標が除かれるに至った背景や日図協とし

ての対応策には触れていない。日図協の意見は，

それを読んだ図書館職員には，「協力者会議や

文科省は数値目標を加えるべきであるにもか

かわらず，加えなかった」という批判として理

解され，数値目標が除かれたことに対する不満

は協力者会議や文科省に向けられる可能性が

高い。図書館職員には，数値目標を認めない政

府の方針があること，数値目標を含めた国の

「望ましい基準」は存在し得ないこと，「望ま

しい基準」に数値目標を含めるには国の方針の

変更が必要であること，数値目標は「望ましい

基準」以外の場で実現しなければならないこと

を知らせる必要がある。

5．3　各図書館による目標設定

　日図協による意見では，「図書館設置や運営，

サービスの水準についての評価項目を示し，目

標数値を掲げること」とあり，座間は，基準につ

いて，「計画の目標や評価の基準となるものが

提示されていない」と述べている。参考となる

項目や数値が示されているにもかかわらず，こ

のような指摘を行っていることから，日図協は，

各図書館による評価項目の設定や数値目標の

設定を必要と考えていないのではないかとい

う疑問が生じる。

5．4結論
　以上から，日図協は「望ましい基準」に数値

目標を含めるという実行不可能と思われる要

望を行いつつ，数値目標が除かれた背景には触

れていないことが明らかになった。

5．5　今後の課題

　公立図書館関係者は，第一に，「協力者会議報

告書」「局長通知」の数値目標に関する趣旨の

普及に努めるべきである。第二に，「協力者会
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議報告書」では，地域の実情に応じた目標を定

める観点から，「都道府県が，サービスの地域格

差を解消するため域内の図書館に共通する基

準を策定し，その達成を支援することが望まし

い」と述べているため，都道府県による数値目

標の策定を推進するべきである。

おわりに

　この研究では，数値目標を取り上げたが，他

の問題についても研究を行う予定である。

　　「望ましい基準」から数値目標が除かれた

背景には，国の政策のほかに，全国一律の望

ましい数値目標が成り立ち得るかという問

題がある。現在では，全国一律の数値目標の

設定は困難であるという意見が多いと思わ

れる。これについては，改めて論じたい。
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　　　　図書館専門職養成史の批判的再検討：

図書館情報学とアーカイブズ学の方法論的統合の可能性

吉田右子†（yyoshiga＠slis．tsukuba．ac．jp），白井哲哉†，

　大庭一郎†，原淳之†，平久江祐司†，毛利るみこ†

　　　　　†筑波大学図書館情報メディア系

［抄録】本研究では日本の図書館専門職養成の中核的機関の一つであった図書館情報

大学およびその前身校を対象に、戦前・戦後を通した司書養成の実践と理念をたどる
ことによって、図書館専門職養成史を実証的に再検討することを目的とする。アーカ
イブズ学の方法論を投入し、司書が図書館を通じて実現してきた社会的・政治的働き
かけを一次史料を通じて実証的に問い直すことで、図書館専門職養成機関に関わる言

説の再構築の可能性が示された。

1．はじめに

1．1研究の背景

　日本は第二次世界大戦終結後、きわめて短期

間で現在の図書館システムの基礎を築いた。そ

の発展の背景には、明治以降、各地に設置され

た公立・私立図書館の存在がある。ゆえに日本

の図書館史研究は、戦前と戦後の断絶と継承の

二つの視点を確保しつつ、明治以降、積み重ね

られてきた図書館をめぐる議論および実践を

踏まえて進められなければならない。日本独自

の図書館の発展には、戦前と戦後の図書館政策

にかかわる複数の要素が複層的に関与しており、

図書館の実践を実質的に支えてきた図書館職員

および職員養成がその一つの要素であることは

疑いえない。しかしながら明治以降の図書館職

員養成史を傭目敢する実証的研究は量的に十分と

はいえず、多くの研究課題が残されている。

　本研究では日本の図書館専門職養成の中核的

機関の一つであった図書館情報大学（現筑波大

学図書館情報メディア研究科／知識情報・図書

館学類）およびその前身校（以下、前身校と略）

を対象に、戦前・戦後を通した専門職養成の実

践と理念をたどることによって図書館専門職養

成史を実証的に再検討することを目的とする1）。

1．2前身校所蔵図書館専門職養成史関係史料

　筑波大学図書館情報メディア研究科および知

識情報・図書館学類は1921年に創設された文

部省図書館員教習所を前身校として、約一世紀

にわたる司書教育の歴史を有する教育機関であ

る。この間、文部省や帝国図書館など日本の図

書館政策に関わる中枢機関との密接な関係のも

とに実施された司書教育は、図書館員教習所か

ら図書館短期大学、図書館情報大学を経て筑波

大学にいたるまで継続的になされてきた。

　筑波大学図書館情報メディア研究科に残され

た図書館員養成の沿革にかかわる歴史的資料を

対象に図書館専門職にかかわる包括的なコレク

ションを整備し、利用のための仕組みを実装さ

せることにより、今後の図書館の展開に寄与す

るアーカイブを構築することを目的とするプロ

ジェクト「図書館情報専門職の歴史的資料の保

存と利用に関する総合的研究：図書館情報学ア

ーカイブの構築に向けて」が進められている。

本研究はその一部として、筑波大学所蔵の図書

館専門職養成関係文献史料を分析対象としてア

ーカイブズ学の方法論を投入し、戦前・戦後を

傭目敢的に把握し館種を超えたマクロな視座から

図書館専門職養成史の実証的再検討を試みるも

のである。

2．図書館情報学とアーカイブズ学の方法論

的統合

2．1図書館情報学の方法論

　図書館清報学とアーカイブズ学は、図書館学

と文書館学をそれぞれ源流に持つ学際領域であ

る。両者は資料・情報を研究対象とし、情報や

資料の組織化に関わるプロセスを包摂した学問

分野である点で共通点を持つ。情報組織化がデ

ジタル化と不可分となった現在、両領域ともに

情報技術に関わる研究への傾倒が顕著であるも

のの、情報技術への依拠の度合いは異なる。
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　図書館情報学は、図書館とメディアの発展に

ともなう段階的な変化を受け入れつつ、記録情

報の選択、収集、組織化、提供過程を一貫して

研究の対象としている。この原則により図書館

情報学は、実践的な学問として現実的な課題と

その克服のための技術的側面をとりわけ重視し

てきた。これは図書館に関わる問題群を最小単

位へ解体した上で個々の問題に対し一定の法則

や理論をあてはめていく自然科学研究の基本的

手続きに準拠する定量的アプローチであり、以

後この分野の主たる研究手法となった。

　図書館学の手法は図書館清報学へと受け継が

れた。研究手続きの明確化、定義の厳密性、デ

ー タ収集の客観化、研究結果の再現性が、図書

館情報学においても方法論の中心であり続け、

人間の知識コミュニケーションにかかわる理念

的基盤の確立は後に残されてきた。人間の知的

活動と情報メディアの連関が問われる過程で、

図書館とその利用者についての批判的言説が生

成されなかったわけではない2）。しかしながら

こうした方法論は文化政治学的視点から読書を

批判的に分析するプリントカルチャー研究など

隣接領域において発展し、図書館情報学での広

がりはきわめて限定的であった3）。

体性を意識した研究が必要であることはいうま

でもない。そのためアーカイブズ学の歴史社会

的文脈に即した研究対象の分析方法を図書館盾

報学研究へ投入することには意義が認められる。

3．図書館専門職養成史とアーカイブズ

3．1分析対象としての図書館専門職への着目

　近年の情報システムの進展及び図書館情報学

における情報学への傾斜の過程では、実践プロ

セスの一部がシステムに組み込まれることで、

図書館専門職の有した利用者への情報提供機能

が部分的には検索機能に代替されるようになっ

ている。しかしながら情報提供の手法やメディ

アの変化は、利用者の情報検索及び利用者への

情報提供を実現する場としての図書館やその中

核的機能を担う司書の存在を問い直す契機には

なっても、その存在を代替するレベルには至っ

ていない。

　本プロジェクトは養成機関および司書が図書

館を通じて実現してきた働きかけを、歴史社会

的文脈に照準しホーリスティックに史料群をと

らえるアーカイブズの方法論を適用することで、

コミュニケーションあるいは社会性の観点から

実証的に問い直すものである。

2．2アーカイブズ学の方法論

　アーカイブズ学は、アーカイブズの構築と密

接に関わる領域であるため情報技術の適用が不

可欠であり、対象となる情報組織化の高度化・

洗練化のために情報学への傾斜が進んでいる。

しかしながら図書館情報学とアーカイブズ学に

おいて情報技術の捉え方は、決定的に異なる性

質を持っ。

　すなわち図書館晴報学において、組織化の対

象である資料は操作可能な要素として捉えられ、

情報を文脈から切り離す試みがなされる一方、

出所原則・原秩序尊重の原則がアーカイブズ学

の基点となっている。資料を収めた文書館は政

治権力と直接結びついて集団の記憶にかかわる

記録と文書を評価・選別する場所であり、資料

群は切断されることなく分析対象とされる。

　図書館情報学の中心的なテーマである情報流

通と情報利用が常に歴史社会的文脈の中で生起

することを考慮すれば、図書館という組織の文

化政治的位置づけや、司書や図書館利用者の身

3．2司書養成史の具体相としての図書館専門職

養成機関の変遷

　図書館実践の要であり図書館発展の主体であ

る司書の活動内容および理念は、図書館の現場

のみに現れるのではなく、司書養成の現場にお

いても表現される。本研究は後者に着目し司書

養成史の実体相として表1に示す前身校を研究

対象とし、各機関に所属した教職員・学生の精

緻な分析と通史的考察に主眼を置く。

表1前身校略史
年月 事項

1921年4月 図書館員教習所開設の決定

1921年6月 文部省図書館員教習所開設（東京美術学

校構内）

1925年3月 文部省図書館講習所と改称（校舎は帝国

図書館の一部使用）

1931年6月 図書館講習所10周年記念式

1945年3月 図書館講習所一時閉鎖
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1947年5月 帝国図書館附属図書館職員養成所として　　関解明の有力な手掛かりとなる。

再設置　　　　　　　　　　　　　　これらの資料は具体相としての養成機関のメ

1947年12月 帝国図書館が国立図書館と改称され国立　　タ的存在であることから、アーカイブズ学の視

図書館附属図書館書職員養成所と改称　　　点からはそれぞれの組織における資料の継続・

1949年4月 国立図書館廃庁により文部省所管とな　　断絶を検証する必要がある。表2は分析対象と

り、文部省図書館職員養成所と改称　　　　なる前身校関連の主要機関誌の変遷である。

1964年4月 図書館短期大学設置

1979年10月 図書館晴報大学創設　　　　　　　　　　　　　表2　前身校関連主要機関誌

2002年10月 図書館晴報大学筑波大学と統合　　　　　　年月 誌名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1922年4月

　前身校は、文部省図書館員教習所・文部省図

書館講習所（1921年～1945年）、帝国図書館（国

『芸艸會會報』第1巻1号発行（1923年

4月に改題して『芸艸會雑誌』、1924年7

月にさらに改題して『圖書館研究』とな

り、1936年8月発行の第12巻6号まで
継続）

1924．月6月 『芸艸會々報』第1号発行（1臼）

1931年9月 『學友會雑誌』第1号発行

立図書館、文部省）附属図書館職員養成所（1947

年～1963年）、国立図書館短期大学（1964年～

1981年）、国立図書館1青報大学（1979年～2004

年）となる。5機関はそれぞれ24年、16年、　　　1934年12月

15年、25年で異なる組織へと改組され、教育

機関としてはきわめて短命に終わっている。短

期間での組織の改編は、図書館専門職に関わる

『會報』第1号発行

1954年5月 『圖書館研究』第1号発行

1967年3月 『図書館短期大学紀要』第1集発行

1982年6月 『図書館清報大学研究報告』創刊号発行

社会的要請の変化の結果であり、行政課題が養

成組織の在り方に直結した結果ととらえること

が妥当である。だがそうした外部要因は唯一の

決定要因とはいえず、組織の意志や組織が持っ

理念が機関の存続に関わっていたはずである。

　各機関で意図された学問的総体はどのような

ものであったのであろうか。さらにそうした知

的枠組みは継承されたのか、あるいは発展的に

消失したのか。こうした機関の理念にかかわる

多くの問いは答えられていない。

3．3図書館専門職養成機関とアーカイブズ

　上記に示した課題群を解明していくための手

掛かりとして、本研究では機関が生産した文

書・記録に着目する。ポーリー・一・・は図書館等が官

僚制度の元で記録を作成し管理を行う過程で生

成される資料群が、図書館という文化機関の解

明に資することを論じている。彼女は学校・図

書館などを中間層の機関として、教員・司書を

これら機関における活動の担い手としてあげ、

この層を分析対象とすることで、文化政治モデ

ルを実証的に解明する可能性を示唆している4）。

これら中間レベルの層において生産された未公

刊資料および手書き資料・写真資料は、社会と

個人を媒介するメディアとして、特定の社会機

♂ll1922年4月に第1号が発行された『芸艸會會報』とは別の

　資料

　図書館員教習所が開設された翌年1922年に

『芸艸會會報』が発行された。創刊の事情につ

いて書いている彌吉光長によれば、図書館員教

習所の第1期生たちが卒業を前に同窓会として

「芸艸會」を結成し、皆が一文を書いて回覧雑

誌を作成した。これが第1巻1号とされている。

同誌は1部しか作成されなかったため、皆の手

許に残すことができず、次号からは謄写版刷で

作成された。同誌は1923年発行の第2巻2号

から『芸艸會雑誌』に改題された（『芸艸會會報』

の創刊から『芸艸會雑誌』の第2巻2号までは

現存しないために詳細は不明）5）。1924年7月

発行の第3巻2号からはふたたび改題されて

『圖書館研究』となった。同号の巻頭に掲載さ

れた「宣言」によれば『圖書館研究』が研究成

果発表の場として意識されていたことがうかが

える。芸艸会は一方で1924年6月に『芸艸會々

報』（のちに『芸艸會會報』と表記）を創刊して

いる。これは先述の同名のものとは異なる機関

誌である。創刊の事情については、第1号に掲

載された「會報の発行に就いて」によれば、『芸

艸會雑誌』が『圖書館研究』と改題して発行さ
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れるにあたって会員への配布以外に一般販売さ

れるようになり、芸艸会の記事は分離して随時

謄写版で刷ることにしたと説明している。『圖書

館研究』が研究成果発表の場であるのに対し、

純粋な同窓会の会報としての役割を分離したも

のであった。『圖書館研究』はその後1936年8

月発行の第12巻6号まで継続し、『芸艸會會報』

は1938年4月に発行された第27号まで継続し

ている。

　ところで1931年には図書館講習所同窓会が

あらたに結成された。芸艸会はなおも継続して

おり、この同窓会はあきらかに別組織である。

『芸艸會會報』第15号（1931年）と第16号

（1932年）の記載には両会の確執の様子がうか

がえる。図書館講習所同窓会では『會報』第1

号を1934年12月に発行し、これは1943年5

月発行の第9号まで継続している。また、ほぼ

同時期には、文部省図書館講習所学友会による

『學友會雑誌』も発行されている。同誌は1931

年発行の第1号から1940年発行の第10号まで

継続している。

　1945年に図書館講習所は一時閉鎖となり、そ

のまま終戦を迎える。第二次世界大戦終結後に

おける前身校関連の機関誌としては、1954年5

月に第1号が発行された『圖書館研究』がある。

同誌は、図書館職員養成所図書館学会が編集し、

図書館職員養成所同窓会が発行したものである

が、先述の芸艸會発行『圖書館研究』の復刊と

して位置づけられている。1959年6月発行の

第4号まで継続した。以後、1967年3月に第1

集が発行された『図書館短期大学紀要』は1981

年1月発行の第18集まで継続し、1982年6月

に第1巻1号が発行された『図書館情報大学研

究報告』は2002年3月発行の21巻2号まで継

続している。

4．おわりに：図書館専門職養成史における言

説の見直し

　図書館史研究における二次世界大戦前後の断

絶・継承については、教育学、社会学等の議論

とも重ね合わされながら検証が行われている途

上である。そこでは思想善導の場としての図書

館からデモクラシーの砦としての図書館という

単純な図式に対し、二つの時代の連続性に照ら

し合わせた精緻な再検証が求められている。本

研究では戦前・戦後の断絶と継承の課題を図書

館専門職関係の一次史料に現れる言説に基づき

検討する。日本では第二次世界大戦以前に図書

館専門職養成を行っていたのは前身校ただ一校

であるため、前身校の通史的研究は日本の図書

館養成史に貢献するところが大きい。本研究を

通して、「情報を生み出す社会のファクター」と

いうアーカイブズ学の理念基盤を図書館清報学

の学説史研究に逆照射することで、戦前から戦

後を通しての図書館員養成機関で考えられてき

た養成の理念、養成をめぐる言説の再構築の可

能性がある。

謝辞　本研究は筑波大学図書館情報メディア系

プロジェクト研究による助成に基づく。
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D．C．ギルマンの青年期の図書館観： アメリカ研究図書館史におけるその役割

　　　　　　　松林正己

　　中部大学総合学術研究院出版室

　　mmasaki．matsulりayashi＠gmai．com

　D．C．ギルマンが青年期に図書館員として活躍したことはALAも認知する歴史である。この認知

と図書館史に残されたギルマン初期の実績には大きな開きが20世紀初頭から指摘されてきた。そ

の開きを確認するために、既存研究では言及の乏しい親族関係の書簡を中心に再調査を実施し

た。その結果、両親、兄弟、家族がギルマンの図書館長会議開催準備と事後処理を支援する内容

の複数の書簡を確認できた。すなわちギルマンは会議の発案から企画の主要な役割を果たした可

能性が高い、と推測が可能である。

1ギルマン小青年期の図書館観の意義

　ギルマンはアメリカ図書館協会の名誉会

員として顕彰されている。それはアメリカ図書

館協会が設立される23年前に既に全米の関

係者に呼びかけて開催された世界最初の図

書館長会議の主催に関わった人物の一人で

あることに対する顕彰である。だが、この評価

に関しては、後年アメリカの公共図書館運動を

史的展開を取りまとめたグリーンの評価にもあ

るとおり会議当日3日目に実行委員長チャー

ルズ・フォルソム（Charles　Folsom，1794－1872）

の役割を一時的に代行したことが評価された

にしては、名誉会員として顕彰するに値すると

は思えない、という評価が不適切とも思えない。

なぜならば、ギルマンの図書館に関わる活動

はイェール大学進学前後から、在学中から精

力的に開始され、ノートン文献彙報の編集、こ

の編集に連動して『図書館長会議』開催に関

わる一連の活動が初期の活動である。

『図書館長会議』をつつがなく終了した1853

年12月に生涯の親友で同級生であるアンドリ

ユウディクソンホワイト（Andrew　Dickson

White，1832－1918，のちにコーネル大学学

長）と共に国務省の外交使節としてロシア・セ

ントペテルスベルクに派遣され、その後ヨーロ

ッパの高等教育事情を具に調査し、留学経験

を積む。

帰国後、イェール大学図書館の館長補佐や

図書館長を経て、イェール大学シェフィールド

科学学校教授を経て、カリフォルニア大学（バ

ークレイ）学長に就任。1875年には新設される

ジョンズ・ホプキンスで全米最初の研究大学の

学長に就任し、研究図書館を整備する。その

図書館整備は、後年分館システムと呼ばれる

主題専門ごとの研究図書館であるセミナリー

（ゼミナール）図書館の導入が典型である。

つまりギルマンの図書館人としての現場での

活躍は、在学中、留学後と研究大学の研究情

報資源整備の3期に分けられる。大学研究図

書館の実務と学長としての差配には、成熟し

た欧州の図書館論とそのアメリカへの受容体

制の整備であり、研究大学経営のタスクの実
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施であり、これらの実績に関してはアメリカの高

等教育史特に大学院教育制度の確立者とし

ての評価を最初にまとめたコーダスコやホーキ

ンスの学位論文で実証的に分析されている。

さらに図書館員としての活動に限定した図書

館史的研究が、ヤングによってなされている。

ギルマンの生涯を取りまとめた評伝は、フェ

ビアン・フランクリンの『ダニエル・コイト・ギルマ

ンの生涯（The　life　of　Daniel　Coit　Gilman）』であ

る。本書はフランクリンの著書であるが、全8章

のうち最初の1～2章は著者によるものではなく、

1章は被伝者の弟ウィリアム、2章は娘の筆に

よる。つまり没後間もなく刊行された評伝には、

小青年期の記述には、史料的エヴィデンスとし

てのアーカイヴズ史料は断片的にしか引用さ

れておらず、他は主としての家族としての記憶

や他の記録から再現されたギルマン像が描か

れている。

ギルマン没後30年を経て、イェール大学図

書館は娘エリザベスから寄贈されたアーカイヴ

ズ史料を公開した関係で、フランクリンが執筆

編集した評伝には、ギルマンが生涯手許から

離さなかった手沢文書を参照せずに執筆され

た面があり、云わばギルマンの真意を確認せ

ずに執筆された面が残る。

すなわち既存研究は、フランクリンの評伝を

参照しながら、研究主題に重きをおいてギル

マンの実績を、アーカイヴズ史料を多数納める

ジョンズ・ホプキンスとイェール両大学からのエ

ヴィデンスが主流である。ギルマン文書の多数

を占めるのは、前者であり、後者は量的には7

箱と少ない。しかしながら、ギルマンが手許に

おいた書簡を調査すると彼が自らに課した使

命を遂行するにあたって重視した事柄にアド

ヴァイスしてくれた人々の書簡と家族を中心に

した書簡が多数を占める。つまり、生涯の様々

な重要案件に関わるにさいして、ギルマンの

意思決定や行動自体に影響のあった書簡を

保存し続けた。エヴィデンスとしての価値の高

い史料をイェール大学は保存している、といえ

よう。手沢文書のイェールへの寄贈は、ギルマ

ンの遺言であった可能性が高い。それはイェ

ールには兄エドワードが管理していたギルマ

ン家文書も保存しており、兄弟で在学した母

校で、家族の親密な関係性を維持した文書が

保存されるのを望んだのではないか。ライフワ

ー
クとなったジョンズ・ホプキンスのアーカイヴ

ズよりも当人の親密圏での保存と公開は、ギル

マンの遺言を踏まえた娘の寄贈であった、と推

測される。その観点で、ギルマン家関係者の

書簡や文書を再確認することは、前回の調査

でチャールズ・フォルソムが〈従兄弟〉である

ことを記載せずに評伝が書かれていることなど、

後年のギルマン評価を等身大に映し出さない

原因が隠れている、と推測する。

そこでギルマンの図書館観とその実践を記

述した既存研究では、ほとんど引用されていな

い親族関係の文書にも調査範囲を広げて、ギ

ルマンの図書館観等を再調査した。

2ギルマン少青年期の図書館動向：E．W．

Stone著『アメリカの図書館展開1600－1899

（American　library　development，1600－1899）』

から

ギルマンがイェール大学に入学前後から、彼

の図書館に関連する活動は評伝にも残された

一 94一



書簡等に確認できる。大学生ゆえに図書館の

活動に関心を抱くのは自然なことでもあるが、

関わりはニューヨークという国際都市ゆえに私

設図書館や書店なども比較的数が多く営まれ

ていた。こうした環境がギルマンに影響を与え

たことが推測されるので、当時の図書館動向を

『アメリカの図書館開発1600－1899』から抽出、

イェール大学在学前後当時の背景をみてお
く
。

1848年

Part　of　Washington’s　library　purchased　by

Boston　Athenaeum

Astor　Library　bequest　fbr　free　public　library　in

New　York　City

Jewett　compared　US　libraries　with　those　of

European　countries

Public　library　plan　rejected　by　Boston　Athenaeum

Poole’s　Index

1849年New　Boston　Athenaeum　building

1850年Jewett’s　Report　on　the　Public　Libraries

of　the　United　States　of　America

他ジュエットが多数活躍する

1851年Quincy’s　History　of　Boston　Athenaeum

1852年Librarians’conference　planned

Boston　City　Council　action　on　public　library

1853年Decrease　in　Smithsonian　library　fUnds

deplored　in　minority　report

Development　of　national　library　at　Smithsonian

discussed

Jewett，s　proposals　f（）r　a　general　catalog

Photography　suggested　for　catalog　production

Boston　Athenaeum　card　catalog　described　by

Folsom

Jewett’s”thirty－nine　rules”

Second　edition　of　Poole’s　Index

Libradans’Conference　held血New　York　City

Astor　Library　building　completed

アシニアム設置運動の拡がり、ボストン・アシニ

アムの新館竣工が19世紀前半象徴的な図書

館運動の象徴的な事件である。館長フォルソ

ムは、図書館長会議の実行委員長に指名され、

当時最先端を掌握する館長であろう。

3ギルマンの伝記に記述された図書館像

父はビジネスマンとして成功し、大学入学を

間近に控えたギルマンが家業を手伝い、その

さいに彼の速記と達筆が評価される。その達

筆を評価されて英国の当時著名な書籍業者

ヘンリー・スティーブンス（1819－1886）の手許

にあった初代大統領ジョージ・ワシントンの蔵

書のカード目録を作成する経験する。このコレ

クションはのちに当時評価の高いボストン・ア

シニアム（館長フォルソム）に売却される。

　ギルマン自身が、生前に認知していた評伝

と思われる（イェールのアーカイヴズに原稿が

保存されている）青少年期の執筆は、弟ウィリ

アムと娘が担当。

本書によれば、家庭新聞Our　paperを出版し、

将来はジャーナリスト、図書館員、慈善事業家

あるいは聖職者に就こうと考えていた。

4ギルマン文書調査で確認された図書館像

小青年期は親族・縁戚関係の知識人層に属

す人が多かった関係で、知的に早熟で、図書

館を利用する立場よりも運営する立場の目線
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で見ている。それは母親への書簡で、将来〈

図書館へのビジネス〉に関わりたい、と述べた

箇所は、当時すでに図書館を市場にビジネス

が成立すると推測できる規模をあり、連邦・州

政府機関の図書館以外では税金による公共

図書館は設置されておらず、〈図書館サービ

ス〉の価値観と観点が未確立であった当時、

ビジネスにシフトした展望を得ていたと推測さ

れる。当時は図書館サービスの概念は、アメリ

カでは未成立であったことも類推させ、ギルマ

ンは図書館長会議で将来かかわるビジネスの

候補である図書館の現状を、ジュエットの調査

などを踏まえながら、現場の生の声を知るため

に会議を企画したとも思える。

5今後の展望

今回の調査は、ギルマンが手許においたア

ーカイヴズを中心においたためにやや情報量

が限定されている。未公表段階の書簡を確認

できた。イェール大学が保存するギルマン家

文書（Gilman　Family　Papers）にも調査範囲を

広げて、今回の結果を補強できる史料を確認

して、青年期の図書館活動とその人的ネットワ

ークの有り様をさらに検証的に調査する予定

である。

Green，　S．　S．（1972）．　The　public　library　movement　in

the　United　States，　1853－1893：　From　　l876，

reminiscences　of　the　writer．　Boston：Gregg　Press．

Cordasco，　F．（1960）．　Daniel　Coit　Gilman　and　the

protean　Ph．　D：The　shaping　of　American　graduate

education，　by　Francesco　Cordasco．　Leiden：E．　J．　Brill．

Hawkins，　H．（1960）．　Pioneer：ahistory　of　the　Johns

Hopkins　University，1874－1889．

Gilman，　D．　C．（1773）．　Daniel　Coit　Gilman　papers．

（Johns　Hopkins　University，　Sheridan　Libraries　and　the

Milton　S．　Eisenhower　Library，　Baltimore，　MD　21218

United　States）

Gilman，　D．　C．（1845）．　Daniel　Coit　Gilman　papers．

（Yale　University，　Sterling　Memorial　Library，　New

Haven，　CT　O6520　United　States）

Young，　A．　P．（April　O1，1975）．　Daniel　Coit　Gilman　in

the　Formative　Period　of　American　Librarianship．　The

Library　Quarterly，45，2，ユ17－140．

Franklin，　F．（1910）．　The　life　of　Daniel　Coit　Gilman．

New　York：Dodd，　Mead　and　Co．

Gilman．（1659）．　Gilman　family　papers．（Yale　University，

Sterling　Memorial　Library，　New　Haven，　CT　O6520

United　States）

Stone，　E．　W．（1977）．　American　library　development，

1600－1899．New　York：H．　W．　Wilson　Co．
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高校教員の読書経験が生徒への読書指導に与える影響

一 質問紙調査をもとに一

　　野口久美子
　　大妻女子大学

noguchi．ku＠gmail．com

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　高校教員の読書にまつわる経験や読書指導への関わりについて実態を把握し，それが読書指

導の実施や意向にどのように関係しているのかを分析することを目的とし，質問紙調査を実施し

た。質問紙は関東及び関西の高校80校に送付し，一校あたり5名の教員に回答を依頼した（有

効回答258名）　分析の結果，読書指導の実施には高校までの読書にまつわる経験よりも，それ

以後の経験や勤務環境，読書以外の経験といった要因が関係していると推察できる。

1．　はじめに

　近年，児童生徒の読解力の低下が問題視され，

新学習指導要領で言語活動の充実が謳われている。

そのような中，言葉の力や読書習慣を培う読書指

導の必要性が高まっている。しかし，高校生の読

書については課題が多いにも関わらず，有効な手

立てが明確とは言えない。読書指導のあり方を考

えるためには，指導する側（教員）の読書指導に

関する考え方やニーズを汲み取り，現状を正確に

把握することが必要である。

　筆者は2010年に神奈川県立高校の教員に対し，

読書指導への意識や関心，指導状況を尋ねる質問

紙調査を行った［1］。その結果，読書指導への意識

や実施状況，実施の際に参考になると思う経験や

情報，学校図書館に求める支援内容には担当教科

や年齢，経験年数等によって差があることが明ら

かになった。ただし，この調査で明らかにできた

のは教科や経験年数など，一部の要因（背景）に

よる差異に過ぎない。読書指導への意識や実施状

況に差が出たことについては，教科や年齢，経験

年数といった属性以外の要因も関係しているので

はないかと考えられる。

　本研究では，高校教員の読書にまつわる経験や

読書指導への関わりについて実態を把握し，それ

が読書指導の実施状況や意向にどのように関係し

ているのかを分析することを目的とする。

2、研究方法

2．　1調査内容

　上記の研究目的を達成するために，本研究では

質問紙調査を行うことにした。質問紙調査を行う

にあたって，「読書指導の実施状況や今後の意向に

は複数の要因が関係している」との仮説を立て，

要因として以下の5点を挙げた。分析の際には，

A）～D）の要因を中心に検討する。なお，教員の読

書経験に関しては既存の調査データがほとんどな

いため，A）とB），　E）との間の関係も検討する。

）A

）B

）C

）D

）E

小学校，中学校，高校時代の読書経験及び

現在の読書の状況

小学校，中学校，高校時代に読書指導を受

けたことがあるか否か

（読書指導を受けたことがある場合は）そ

の指導に対する印象

読書指導を積極的に推進している学校で

の勤務経験

担当教科，年齢

　質問紙には上記の5点に加え，過去1年間の読

書指導の実施状況とその内容，今後，読書指導に

取り組む意向があるか否かとその理由，担当教科

や年齢以外の属性に関する質問碓捌，学校図書

館との関わり），自由記述を盛り込んだ。読書指導

については，「日常的に読書に親しみ，読書力を培

うことを目的に行われる活動」と定義し，例とし

て，読書感想文，朝の読書，複数で本の感想など

を話し合う活動，推薦図書の紹介，ブックリスト

の配布を挙げた。読書指導を積極的に推進してい
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る学校については，学校の教育方針やカリキュラ

ムに読書の取り組みが含まれている，伝統的に読

書感想文コンクールに取り組んでいるといった例

を提示した。質問紙の作成過程では高校教員8名

を対象に予備調査を行い，内容や文面の調整を行

った。

2．2調査対象

　質問紙は全日制高校80校に送付し，一校あたり

5名の教員（計400名）に回答を依頼した。回答

者は教科を担当していることを条件とし，管理職

等は除外した。回答者の選出は依頼校に一任し，

依頼時に回答者の教科や年齢層が多様になるよう

考慮をお願いした。

　80校の選定方法について述べる。まず，調査地

域を東京都，神奈川県，埼玉県及び関西地域（大

阪府，京都府，兵庫県）とし，東京都35校，神奈

川県15校，埼玉県15校，関西地域15校の配分と

した。次に各県（地域）の国公立・私立の学校数

の割合を調べ，同程度の配分になるよう調整した。

学校の選定にあたっては，共学・男女別学，学科

構成（普通科，職業科，総合学科等），生徒の進路

状況等を勘案し，偏りが出ないように留意した。

3．結果

3．1　回答者の属性

　質問紙調査は2013年6月に実施した。調査対象

校80校中55校から返送があり，回答数は258名

であった（回収率：64．5％）得られた回答すべて

を有効回答とした。

　回答者の属性については次の通りである（無回

答，欠損は除く）

　●　性別：男性55．3％，女性44．7％

　●　教科：国語27．3％，外国語15．2％，理科13．7％，

　　　地理歴史・公民13．3％，数学12．1％，保健

　　　体育5．1％，芸術3．9％，家庭3．5％，情報3．1％，

　　　その他2．7％

　●　年齢：20代20．3％，30代23．0％，40代17．6％，

　　　50イ浅こ35．5％，　60イ浅こ3．5％

　●　　司書教諭資格の有無：持っている17．1％，

　　　持っていない82．9％

　●　　学校図書館運営への関わり：司書教諭とし

　　　て発令されている7．0％，校務分掌で関わ

　　　っている26．8％，関わっていない66．1％

3．2　読書指導の実施状況と内容，今後の意向

　過去1年間の読書指導の実施状況（全校で実施，

教科や学年で実施，個人の裁量で実施を含む）に

ついては，「年に数回程度」が40．6％で最も多く，

次いで「まったく取り組んでいない」26．2％，「週

に1回以上」13．7％，「学期に数回程度」13．3％，「月

に数回程度」6．3％であった。取り組んでいる読書

指導の内容は表1の通りである。

　取り組みの程度を5点尺度に換算し，平均値を

算出し，分散分析を行ったところ，教科別では国

語（2．93）の実施率が最も高く，数学，理科と有

意差が認められた。年齢では40代（2．76）の実施

率が最も高く，50代と有意であった。

表1取り組んでいる読書指導の内容（複数回答）

内容 n（％）

教科に関係のある本の紹介 153（18．5％）

読書感想文 121（14．7％）

複数で本の感想などを話し合う

機会を設ける

105（12．7％）

「朝の読書」の実施 99（12．0％）

個人的に薦めたい本の紹介 97（11．8％）

学校図書館の利用を促す 93（11．3％）

読書の大切さについて話す 59　（7．2％）

読んだ本のタイトルなどを記録

させる

53　（6．4％）

ブックリストの作成・配布 24　（2．9％）

その他 21（2．5％）

　今後，自身の教科や学級で読書指導に取り組み

たいと思うかを尋ねたところ，読書指導に取り組

む意向がある教員（「やや思う」「とても思う」）は

76．7％に達した。他方，読書指導に取り組みたいと

は「あまり思わない」教員は5．8％で，「まったく

思わない」教員はいなかった。

　表2は読書指導に取り組む意向がある場合の理

由（複数回答）をまとめたものである。「人生を豊

かにすることにつながるから」20．・3％で最も多く，

次いで「知識を増やすことにつながるから」18．・0％，

「読解力が身につくから」14．5％であった。「小論

文等の受験対策になるから」，「成績の向上につな

がるから」と回答した教員はそれぞれ6．5％，4．8％

であった。

　他方，読書指導に取り組みたいとあまり思わな
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い教員のうち，その多くは「読書は個人的な行為

だから」（28．6％）と考えていた。

表2　読書指導に取り組みたい理由（複数回答）

内容 11（％）

想像力が身につくから 69（11．0％）

読解力が身につくから 91（14．5％）

集中力が身につくから 36　（5．7％）

知識を増やすことにつながるから 113（18．0％）

人生を豊かにすることにつながる

から

127（20．3％）

読書習慣が身につくから 64（10．2％）

成績の向上につながるから 30　（4．8％）

小論文等の受験対策になるから 41（6．5％）

現任校の生徒に必要だと思うから 49　（7．8％）

その他 7　（1．1％）

3。3　読書指導推進校での勤務経験

　読書指導に積極的に取り組んでいる学校に勤務

したことがあるかを尋ねたところ，51．9％があると

回答した。読書指導推進校の勤務経験の有無と読

書指導の実施状況ならびに今後の意向について，

x2 検定を行ったところ，いずれにも有意差が認め

られた（実施状況：x2＝27．088，　df＝4，　pく．05，今

後の意向：x2＝16．702，　df＝3，　p〈．05）　クロス集計

の結果を参照すると，読書指導推進校に勤めた経

験のある教員の方が読書指導を頻繁に実施し，今

後も実施の意向を持っていると考えられる。

3．4　読書にまつわる経験と実施状況との関係

3．4．1読書の状況

　図1は小学校，中学校，高校時代及びこの1年

間，よく読書をしていたと思うかを尋ねた結果で

ある。どの段階でも半数以上の教員が「とても思

う」「やや思う」と回答している。

　小学校時代の読書経験と中学校，高校での読書

経験との間には相関が認められる（r＝0．688，

O．　500）　同様に，中学校時代の読書経験と高校の

読書経験の間に強い相関が認められた（r＝0．701）

しかし，小学校，中学校，高校時代の読書経験と

現在の読書の状況については，小学校，中学校は

非有意であり，高校のみ有意な結果となったが，

相関関係は認められなかった（r＝0．143）

　教科の差については，小学校，中学校，高校時

代には平均値が最も高い国語と数学，理科，保健

体育との間に有意差が認められるが，現在の読書

についてはすべての教科間で差は見られなかった。

年齢の差については，中学校，高校時代の読書に

ついて，20～30代の若年層と40代以上のベテラ

ンの問には総じて有意な差が認められ，ベテラン

の方がよく読書をしていたと感じていた。しかし，

小学校と現在の読書では差は確認できなかった。

…f
，許

25

20

15

三◎・

長・・たくおま、あ卸｝思わえ爵芦，ら乏もい　・K・や慰う　　ぐても響う

わない　　　　い　　　　えない

　霞1　小掌校，中学鮫，爾校及び蔑在の義轟の嬢況くnm258｝

鱒鱒小学生

一串掌生

漁騰趨校生

轍購現薮

3．4．2読書指導を受けた経験

　小学校，中学校，高校時代に読書指導を受けた

ことがあるか否かについては，「受けたことがあ

る」71．0％，「受けたことがない」28．9％であった。

さらに，読書指導を受けたことのある教員には複

数回答でどの段階で受けたか，その経験は総じて

有効であったと思うかを，受けたことがない教員

には読書指導という言葉を聞いたことがあるかを

尋ねた。読書指導を受けた経験のある教員のうち，

小学校で受けた経験があるのは86．0％，中学校で

は69．8％，高校では40．2％であった。読書指導を受

けたことのある教員の53．・2％はその経験が有効で

あったと「とても思う」「やや思う」と実感してい

るが，「まったく思わない」「あまり思わない」と

の回答も22．8％見受けられた。読書指導を受けた

経験のない場合，「読書指導という言葉を聞いたこ

とはある」38．4％，「読書指導という言葉を聞いた

こともない」61．6％であった。

　年齢によって経験の有無の比率に差が出るかを

x2 検定で検討したところ，小学校で有意差が認め

られた（x2＝9．923，　df＝4，　p〈．05）クロス集計の結

果と考え合わせると，20代と30代の教員は経験

の有無の比率に差があり，読書指導を受けたこと

がある人の方が多く，翻って50代，60代では経

験の有無の比率がほぼ同等であった。また，小学

校で読書指導を受けた経験のある教員群と受けた

ことのない教員群との間で小学校時代の読書経験
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に差が見られるかをt検定によって検討したとこ

ろ，有意な差は認められなかった。中学校，高校

に関しても同様の結果となった。

3．4．3　読書指導の実施状況との関係

　小学校，中学校，高校時代の読書経験及び現在

の読書の状況と過去1年間の読書指導の実施状況

との相関関係を検討した。その結果，高校時代の

読書経験と読書指導の実施状況は有意であるが，

相関は認められず（r＝O．149），小学校，中学校及

び現在は非有意であった。合わせて年齢による違

いを確認した。その結果，20代について，小学校

及び高校時代の読書経験と読書指導の実施状況と

の間の相関が認められたが，いずれも弱い相関で

あった（r＝0．321，0．353）

　小学校，中学校，高校で読書指導を受けた経験

と読書指導の実施状況には，次のような関係が見

られる。小学校時代に読書指導を受けた経験と読

書指導の実施状況の関係については，x2検定の結

果，有意差は認められなかった。中学校，高校時

代についても同様の結果が示された。年齢別の検

討も行ったが，いずれも有意差は認められなかっ

た。また，読書指導を受けた経験のある教員につ

いて，その経験が有効であったと感じているかど

うかと読書指導の実施状況との関係を検討したが，

相関は認められなかった（r＝0．165）

4．考察

4．1教員の読書にまつわる経験と指導の実態

　本調査の回答者は，過去から現在までの読書経

験，読書指導推進校での勤務経験等を考え合わせ

ると，相対的に読書指導に意欲的な層であると考

えられる。

　本調査では読書指導の実施状況を尋ねる際，教

科で実施しているもののみならず，全校体制で実

施している場合，個人の裁量で実施している場合

も含めるとしたが，実施の頻度は「年に数回」が

最も多く，まったく取り組んでいない教員も約4

分の1存在した。それでも多くの高校教員が読書

指導を実施したいという意向を持っており，人生

を豊かにできる，知識が増える，読解力が身につ

くなど，読書指導を多様に意義付けていることが

分かった。その一方で，読書は個人的行為である

ことを理由に，読書指導に対し消極的な態度をと

る教員も一定数いることが明らかになった。

　教員自身の読書にまつわる経験については，次

のことがいえる。過去1年間の読書の状況につい

ては，教科や年齢による差異は見受けられなかっ

た。小学校，中学校での読書経験と高校での読書

経験には関連が認められるが，現在の読書には結

びついていない。教員になってからの読書は属1生

や過去の状況よりも現在置かれている環境的要素

の方が強いと考えられる。読書指導を受けた経験

については，校種が進むに従って減少し，高校で

の経験を有する教員は少数であった。読書指導と

いう言葉すら聞いたことのない教員がわずかなが

ら存在することも明らかになった。

4．2読書指導の実施に関係する要因

　本研究では，「読書指導の実施状況や今後の意向

には複数の要因が関係している」との仮説を立て，

代表される5つの要因を設定し，分析を行った。

その結果，読書指導推進校での勤務経験が読書指

導の実施状況や今後の意向に関係していることが

明らかになった。一方で，小学校，中学校，高校

時代の読書経験，現在の読書の状況，読書指導を

受けた経験及びその印象との間の関係は確認でき

なかった。年齢別の検討でもいずれも差異は認め

られなかった。したがって，読書指導の実施には，

高校までの読書にまつわる経験よりも，それ以後

の経験や教員になってからの勤務環境，読書以外

の経験といった要因が関係していると推察できる。

5．おわりに

　今後は質問紙調査の結果を踏まえ，インタビュ

ー調査を実施する予定である。インタビュー調査

では，読書指導を行うようになったきっかけを中

心に状況を把握し，教員の読書や読書指導への考

え方，実施に至る要因等にっいて考察を深めたい

と考えている。

　本研究は，平成25年度笹川科学研究助成による

ものである。質問紙調査にご協力いただいた皆様

に改めて感謝申し上げる。
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高校の学校司書がもつ教科に関する学問の知識

～ 物理学の基本文献の把握状況から～

松田めぐみ†　浅石卓真†河村俊太郎†

　　†東京大学大学院教育学研究科

　　　mmatsuda＠P．u－tokyo．ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

本研究の目的は，高校の学校司書がもつ教科に関する学問の知識を，文献の把握状況
を通して明らかにすることにある。物理学の大学教授と高校の物理の教員に「高校物
理を教える」上で読んでおくべき文献を挙げてもらい，学校司書がどこまで把握して
いるかを，いくつかのレベルを設定して調査した。大学教授が挙げた文献については，

高校の教員の把握状況の調査も行い，学校司書の把握状況と比較検討をした。調査の

結果，大学教授の示した知識は，学校司書よりも高校の教員の方が把握していた。ま
た，学校司書は，高校の教員に比べ大学教授が示す知識との重なりが大きいことが明
らかになった。

1．はじめに

　近年，学校図書館では教科のサポートをする

機能が求められている。文部科学省が2008年

に発表した「これからの学校図書館の活用の在

り方等について」1）では，「教科等の学習におけ

る活用促進に向けた対応」として，授業におけ

る学校図書館の活用の拡大と教員サポート機能

の発揮の2点を学校図書館に求めている。

　学校図書館の業務を担う学校司書は，資料を

提供する等して授業支援を行っており，これら

の実践はデータベース2）としてまとめられ，多

くの教科との連携事例を見ることができる。

　だがこれまで，サポートの要となる学校司書

が，どれだけ教科に関する学問の知識を把握し

ているかは研究されていない。しかし，同じく

教育機関である大学図書館では，主題知識の必

要性が指摘されている。文部科学省は，2010

年に発表した「大学図書館の整備について（審

議のまとめ）一変革する大学にあって求められる

大学図書館像一」の中で，「大学図書館員に求め

られる資質・能力等：2．学習支援における専門

性」3）として「…大学図書館が教育支援に積極

的に関わっていくためには，大学図書館員は各

大学等において行われる教育研究の専門分野，

即ちサブジェクトに関する知識を求められてい

る…」と述べている。

　大規模な大学図書館では司書が複数人いるた

め，1人が1つのサブジェクトを担当すること

も可能であるが，学校図書館は，学校司書が1

人で運営することも多く，それぞれの教科を担

当する学校司書を置くことはできない。そのた

め，学校司書が，教科の専門家である教員に，

本当に信頼され，選書を任せてもらう，または

授業に関わることを認めてもらうためには，一

人一人がその前提としてすべての教科に関する

学問を一定のレベルまで把握しておくことが必

要である。

　そこで，本研究では，学校司書の配置率がも

っとも高い高等学校（以下，高校）4）を対象と

し，学問の世界の中で，大学教授と高校の教員，

学校司書の三者がつくる世界を，実際に高校で

生徒に教える上で必要とされる知識との関係か

ら検討し，次の2点を明らかにする。1点目は，

高校で教科に関する学問を教える上で大学教授

が必要だと考える知識を，教える上で必要とさ

れる知識と捉えた上で，その知識に対して高校

の教員と学校司書の世界がどのような位置づけ

になるかを明らかにする。2点目は，学校司書

は，高校の教員が示す教える上で必要とされる

知識の世界でどのように位置づけられるのかを

明らかにし，大学教員と高校の教員が示す知識

との重なりや違いを検討する。なぜならば，実

際に現場で教える教員が高校で教える上で必要

と考える知識の世界は，大学教授が考える世界
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と少し異なっていると考えられるためである。

　以上の2点を明らかにするために，具体的に

はある教科を教える上で必要な文献の把握状況

を調査する。文献は「相当量の紙葉からなる冊

子体に，知識を文字言語によって記録した知識

メディア」と定義でき5），また，学問の知識を

伝えるもっとも一般的なメディアと見なすこと

ができる。そのため，文献の把握は知識の把握

と対応しており，文献の把握状況を調査するこ

とで学校司書がどのレベルまで知識を把握して

いるかを明らかにできると考えられる。

2．方法と対象

2．1調査方法

　物理学の大学教授と高校の物理の教員（各3

名），学校司書（各2名）にインタビュー調査

を行う。まず大学教授に「高校物理を教える」

上で読んでおくべき文献を挙げてもらい，その

文献を高校の教員と学校司書がどこまで把握し

ているかを，文献の把握のレベルを設定して調

査する。高校の教員も同様に文献を挙げてもら

い，学校司書は大学教授と高校の教員が挙げた

文献をどのレベルで把握しているかを調査する。

　文学や法学等様々な学問があるが，物理学は，

他の学問に比べて学問体系がはっきりしてコア

となる部分がわかりやすいため，今回の研究対

象とする。また，物理学は実験中心と考えられ

がちであり，実際に学校図書館との連携事例も

少ないが，文献によらないわけではない。認知

科学に基づいて物理教育を研究している
Redish6）は，広範囲にわたる教育教材を統合し

た物理教育教材の新しい枠組みである「物理ス

イート」を提案している。物理スイートは，実

験だけではなく，教科書や教員用指導書，問題

集等といった文献によって構成され，両方の重

要性が説かれており，実験だけでは物理教育が

成り立たないことがわかる。高等学校の新学習

指導要領を特集した『学校図書館』7）では，理

科に関して，「参考図書をはじめとする基本資料

を充実させたうえで，課題を解決するためのグ

レードアップした資料，場合によっては専門的

な資料も準備」することを求めている。すなわ

ち，今後，学校司書は求める知識との重なりを

広げていかなければ，本当に必要とされる基本

資料や，より高度な資料を選書して蔵書を構築

し，教科のサポートをするのは困難であると考

えられる。以上のことから，物理学を研究の対

象とすることは妥当だと考えられる。

　また，本研究での「高校物理を教える」とい

うのは，高校物理の教科書に載っていることは

当然だが，教科書よりもさらに広い知識に興味

を持った生徒に対応する，または将来大学で物

理学を専攻する生徒の素地となるものを高校物

理で教えるということも想定している。物理学

者の近角聰信8）は，物理学の将来の進展を背負

う研究者を育てるための物理教育について述べ

ている。その中で最も良くない例として，生徒

の質問に「その質問は意味がない」，「もっと先

で学習するからそれまで待て」と未解決のまま

放置することを挙げている。教える側が，生徒

からどのような質問をされても何らかの対応が

できることが物理教育では必要であり，その前

提として把握しておくべき文献が存在すると考

えられる。

2．2調査対象

　物理学の大学教授は，高校物理を体系的に見

ることができると考え，高校物理の教科書の編

集に関わっている教授（内1名は名誉教授）を

対象とした。高校の教員は，物理教育に関心が

高い教員を対象とし，学校司書は，専任正規で

採用されている学校司書とした。

2．3文献の把握のレベルと分析方法

文献の把握はAdler＆Doren9）を参考に5つの

レベルに設定した。

①何に関する文献であるかを知らない

②読んだことはないが概要を知っている

＝全体として何に関する文献であるかを知って

いる。

③少し読んだことがある

＝全体として何に関する文献であるかを知って

おり，さらに実際に何がどのように詳しく述べ

られているかが部分的にわかる。

④読んだことがある

＝全体として何に関する文献であるかを知って
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おり，さらに実際に何がどのように詳しく述べ

られているかが全体的にわかる。

⑤読んで内容を把握し説明できる

＝文献全体が何に関するものかを簡潔に説明で

き，批評することができる。

　Adler＆Dorenのレベル設定によれば，1つの

レベルは次のレベルに吸収され累積されていく。

①の「何に関する文献であるかを知らない」は

別と考え，⑤のレベルには前の②～④のレベル

の内容がすべて含まれることになる。例えば②

のレベルに，③～⑤のレベルを選んだ場合も②

のレベルを把握しているとみなすことができる。

　このようにして，大学鞭の文献については，

まず，高校の教員と学校司書のそれぞれのレベ

ルでの文献の把握数について両者の相違を検討

する。

　教員が挙げた文献については，それぞれのレ

ベルでの学校司書の文献の把握数を求め，学校

司書は大学教授と教員のどちらの知識をより把

握しているかを検討する。

3．調査結果

3．1大学教授が挙げた文献の把握状況

　大学教授と教員，学校司書をそれぞれ教授A，

教授B，教授C，教員D，教員E，教員F，学

校司書G，学校司書Hとする。

　まず大学教授に「高校物理を教える」上で読

んでおくべき文献を挙げてもらった結果，重複

している文献を1つとみなすと，文献数は合計

で29点となった。高校の教員と学校司書の文

献の把握状況を調査した結果，表1のようにな

った。

　まず，教員の結果について述べる。②のレベ

ルは，Dが約7害1」，　Eが約5害1」，　Fが約9害llと

教員は総じて高かった。③のレベルは，Dが約

6割，Eが約3割，　Fが約5割となり，　Eの他

は半数を超えた。④と⑤で把握しているのはD

だけであった。

　次に学校司書について述べる。②のレベルは，

Gが約2割，Hは約3割であった。③は，　Gが

約1割，Hは約2割であった。④は，　Gの1点

のみだった。また，⑤のレベルでは2人とも把

握していなかった。

3．2　高校の教員が挙げた文献の把握状況

　次に教員に文献を挙げてもらった結果，重複

している文献を1つとみなすと，文献数は合計

で36点となった。学校司書の文献の把握状況

を調査した結果，表2のようになった。

　②のレベルは，Gが約1割，　Hが約3割であ

った。③のレベルは，Hが約1割でGは把握し

ていなかった。④と⑤のレベルでは，2人とも

把握していなかった。

4．考察

　大学教・授が挙げた文献の把握状況は，高校の

教員と学校司書で大きく違いが出た。教員は，

②のレベルは最高で約9割，最低が約5割であ

り，また，③のレベルは最高で6割，最低でも

約3割であった。それに対して学校司書は，②

教員D

教員E

教員F

学校司書G

“

　　　　8　1　　　3　　　　4　　　　　6

i学校司細

　　　　　’

4

ー

14

8

10 11 4

①

②

③

④
⑤

　
繊
　
灘
　
鶏
　
凹

…

表1教授が挙げた文献の把握状況（単位：点数）
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のレベルでさえ1人が約3割，もう1人が約2

割と教員に比べると全体的にあまり把握してい

なかった。

　高校の教員が挙げた文献の学校司書の把握状

況は，大学教授が挙げた文献よりもさらに低か

った。学校司書G・Hともに，大学教授が挙げ

た文献の把握状況に比べ，高校の教員が挙げた

文献の把握状況は約1割低かった。

　以上のことから，大学教授が示した文献に対

して，高校の教員は学校司書と比べると比較的

よく把握しており，大学教授の示す知識と高校

の教員の知識は，学校司書と比べると重なる部

分が多いことがわかった。また，学校司書は，

高校の教員に比べてあまり把握しておらず，重

なる部分は多くないことがわかる。

　一方，大学教授と高校の教員がそれぞれ示し

た文献の学校司書の把握状況を比較すると，学

校司書は大学教授が示す知識との重なりの方が

より多いということが明らかになっtc6

5．おわりに

　本研究では，高校の学校司書がもつ教科に関

する学問の知識を明らかにするために，物理学

の大学鞭と高校の物理の教員，学校司書にイ

ンタビュー調査を行い，三者の知識の重なりや

違いが明らかになった。

　今回は一般化することを目標とはしなかった

が，この調査をパイロットスタディとし，今後

は調査対象者の数を増やす等して研究を広げて

いきたい。また，学校司書の今後の手助けとな

るように，今回大学教授と高校の教員に挙げて

もらった文献を何らかの形で伝えていき，教科

の支援の幅が広がるきっかけとなるように期待

したい。
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学校図書館コレクション形成に関する2000年以降の議論の概観

　　　　　　中村百合子†

†立教大学
yurikon＠rikkyo．ac．jp

橋詰秋子‡

　‡国立国会図書館国際子ども図書館
　　hasizume＠ndl．go．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

本研究いでは，学校図書館コレクション形成に関する2000年以降の議論を日本語および英

語の文献（図書と雑誌記事）を整理して概観した。日本語では学校図書館のコレクション

形成についての議論は，図書は司書教諭科目　「学校図書館メディアの構成」の教科書中に

ほぼ限定されていた。雑誌記事では蔵書の増加に関心が集まっており，また時に静態的な

印象を帯びるかたちで蔵書構成が論じられていた。英語の文献で2000年以降に頻繁に議

論されていたのは，電子資料をはじめとする多様な資料の選定；知的自由の原則と検閲の

問題；マネジメントの考え方であった。これらに関連して，多くの文献で，「方針」の策定

の重要性の指摘；現場で活用できる各種のツールの紹介がされていた。

1。研究の目的と方法

　本研究では，学校図書館コレクション形成に関

する2000年以降の議論を，日本語および英語の

文献（図書と雑誌記事）を整理して明らかにする。

　国立国会図書館国際子ども図書館では，2015年

の新館開館に合わせて，中高生向けの「調べもの

の部屋（仮称）」を開室することになっている。そ

の部屋のコレクション形成のために，近年の議論

を把握しておきたいと考えたことが本研究の発

端である。そのような，実務の参考とするという

目的から，近年，具体的には2000年以降に焦点

をあてて文献を整理した。日本語の文献は

magazineplus；NDL－OPAC；CiNii，英語の文献

はERIC；HSTA（Library，　lnformation　Science

＆Technology　Abstracts）；ScienceDirect；World－

CATの検索結果を起点として探索，収集した。た

だし，見つかった文献は北米で発表されているも

のが多く，またそれ以外の国についての文献は網

羅的収集に困難があったため，整理は北米での議

論に限定した。

2．先行研究と用語の整理

　学校図書館のコレクション形成に焦点をあて

て文献を整理した研究は，日本語では極めて限ら

れていた。資料の選定については柿沼隆志の研究

等があるが，そもそも，学校図書館のコレクショ

ン形成に視野を広げた研究がまれであった。2003

年ころに川崎良孝と前田稔がアメリカの学校図

書館の蔵書と検閲の問題について研究したもの

と（1），2007年に西巻悦子が発表した研究ノート

「コレクションマネジメントの視点：学校図書館

の環境整備から」（2）は，コレクション形成につい

ての研究と言ってよいだろう。ただし，川崎らの

研究は米国の例の歴史研究であり，西巻の論考は

2005年に米国で出版されたCoUection　manage－

mentforyouth（後述）の特に第2章「学習者中

心のコレクション・マネジメントのための戦略」

を参照にしながら，「生徒の学習言語を充実させ

るため」の「学校図書館の環境整備と蔵書収集の

ありようを考えることを研究の目的と」しており，

ともに，広く学校図書館のコレクション形成につ

いての先行研究にあたってはいない。

　英語では，コレクション形成の歴史を追った研

究に，1998年に発表された，プロディ（Brodie，

Carolyn　S．）による”A　HistOry　of　School　Library

Media　Center　Collection　Development”があるが

（3），これは本稿が整理の対象とした2000年より

も前についてである。このあとも，学校図書館の

コレクション形成に関わって博士論文，図書，雑

誌記事は書かれているが，そのいずれもが，研究

の範囲を限定しており，文献の整理の範囲も狭め

られていた。

　英語での議論の整理のために，重要な翻訳を，

次のようにすることとして，確認しておきたい。

　　sel㏄tion：「選定」「資料の選定」「選書」
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　　collection　development：「コレクション形成」

　　collection　management：「コレクション・マ

　　ネジメント」

　この3つの用語の関係について，ジョンソン

（Johnson，　Peggy）は次のように説明している④。

1960年代半ば以降に，「選定」に代わって「コレ

クション形成」という言い回しが広く使われるよ

うになった。それは，図書館コレクションの形成

のよく考えられた過程を表すより包括的な語で

あり，教授上の優先順位，コミュニティまたは利

用者のニーズや関心に応えるというものであっ

た。また，資料の選定，選定方針の決定と調整，

利用者および潜在的利用者のニーズの評価，コレ

クションの利用に関する研究，コレクション分析，

予算管理，コレクションに関するニーズの判定，

コミュニティと利用者への奉仕と連絡，情報資源

の共有の計画といった，図書館コレクションの形

成に関する複数の活動を含むものと理解されて

いた。そして1980年代になって，英語文献で近

年よく見かける「コレクション・マネジメント」

という語が提案された。「コレクション・マネジメ

ント」には「コレクション形成」が包含され，そ

れに加えて，除架，定期刊行物の契約打ち切り，

保管，保存という拡張された一連の判断が含まれ

る。ただ，「コレクション・マネジメント」と「コ

レクション形成」の2つは同義的に使われること

がある。

　以上の理解をもとに，本研究では，調べものの

部屋開室準備の実務の参考とするという目的か

ら，「コレクション形成」に焦点をあてて文献の整

理を行うこととした。しかし，現在は「コレクシ

ョン・マネジメント」が「コレクション形成」を

包含するとされていることから，「コレクション・

マネジメント」についての文献も対象とした。一

方，「コレクション形成」の一部とされる「選定」

に焦点をあてた論考については，それだけで多く

の文献が書かれてきていることもあり，今回の整

理の対象からは除いた。

3．日本語と英語の議論の整理

3．1日本語での議論

　三浦逸雄によれば，1990年代初頭時点で，「わ

が国ではコレクション形成にかかわる諸問題は

く図書選択〉，〈資料選択〉，〈選書〉といった

用語のもとで論じられることが多く，米国にみら

れるようなコレクションの構築，維持，発展にか

かわる諸活動を総合的な視点からとらえようと

いう認識を欠いていたため，〈colection　develop－

ment＞や〈coUection　management＞に対応す

る用語はこれまで使われてこなかった。ようやく

最近になって，コレクションに関わる諸活動を広

い視点から考えようとして〈蔵書構築〉あるい

は〈蔵書構成〉といった用語が使われはじめて

いる。（5）」というような状況であった。

　学校図書館に関する日本語の文献の探索をし

てみると，その状況に大きな変化は起きていない

という印象を受ける。というのも，前掲の西巻の

論文「コレクションマネジメントの視点」を除く

と，「コレクション・マネジメント」や「コレクシ

ョン形成」を正面から扱ったとみられる学術的論

考は皆無にみえる。「蔵書構築」と「蔵書構成」に

ついては1990年代までは雑誌記事が散見される

が，2000年以降の数少ない関連雑誌記事でも，時

に静態的な印象を帯びるかたちで「蔵書構戒」が

論じられている。一方で，蔵書の量的拡大つまり

増加を目指すことにも言及が多く，関心が集まっ

ている。これは，旧・文部省が1993年に「学校

図書館図書標準」に整備すべき図書の冊数を定め，

現在まで蔵書を増やすための特別の予算措置を

継続的に行っていることと関連があるだろう。

　図書では，学校図書館のコレクションについて

は，司書教諭資格取得のために1999年に開講さ

れた必修科目である「学校図書館メディアの構成」

のための教科書が多く出されている。旧・文部省

が示した同科目の「ねらいと内容」には「構成」

とあり，また全国学校図書館協議会の講義要綱案

では「構成」と「構築」という言い方がされてい

て，教科書でもそれらの言葉が使われている。内

容は「コレクション形成」や「コレクション・マ

ネジメント」と重複しているとみえる記述が多い

が，教科書によって用語の定義や使用法は異なる

（用語の定義がはっきりと示されていない教科

書もある）。「学校図書館メディア」という新しい

表現と「構成」という語が組み合わせられて教科

目名とされたこと，その科目に組織化が内容とし

て含まれたことが，日本語での学校図書館のコレ

クション形成に関わる議論に与えた影響は大き

いように思われる。
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3．2英語での議論

　英語の雑誌記事では，実務者による実践の報告

とともに，コレクション形成の実務に役立っ知見

や理論を取り上げたものが目立った。後者の記事

でよくみられる議論は，a．コレクション形成のマ

ネジメント・サイクル；b電子資料をはじめとす

る多様な資料の選定；c．知的自由の原則と検閲の

問題に関する内容であった。

　aでは，マネジメント・サイクルのPDCAサイ

クルの中のP（Plan）に当たる，コレクション形

成方針の策定が重視されていた。また，方針・計

画策定の理論的な意義づけだけでなく，策定の手

法を具体的に説明していた。複数の英語記事が，

策定の前段階で必要な作業として，利用者ニーズ

を把握することと，既存コレクションを知ること，

また学校のカリキュラムを理解する必要性を取

り上げていた。コレクションに反映すべき学習内

容という点では，カリキュラムの他にも，全米又

は各州・地域で定められた学習達成基準への言及

もみられた。

　bでは，印刷資料と電子資料を効果的に配置す

る（両者を効果的に融合させる）必要性が議論さ

れている。電子資料の導入が進んでいる米国では，

予算が限られる中で電子資料を契約するか印刷

資料を購i入するかという難しい問題に直面して

いるという。電子資料以外では，これまで学校図

書館があまり扱ってこなかったメディア，例えば

ビデオゲーム，漫画，ポップカルチャー（例：ボ

ケモン）の選定に関する記事が散見される。

　cでは，検閲の問題が，学校図書館での電子資

料やインターネット情報の提供が進むにつれて

さらに大きく複雑になっていることがわかる。補

助金を受ける学校のコンピュータにインターネ

ット・フィルタリングの導入を要求する連邦法「子

どもをインターネットから保護する法律」（2000）

の制定以降，学校図書館が，同法とAIA「図書館

権利の宣言」に含まれる知的自由の原則との間で

バランスを取る難しさに直面していることがう

かがえた。また，保護者等からの除籍要求への対

応手順をコレクション形成方針書に含めるべき

ことや，選定作業中の図書館側の自己検閲もよく

取り上げられる問題である。アーカンサス州・デ

ラウェア州・ノースカロライナ州の学校図書館を

文橡に行われた2006年の調査によると，全体と

しては自己検閲が行われている様子はなかった

ものの，教育経験が15年以下，ライブラリアン

の資格付きの大学学位をもたない等の特徴をも

っ学校図書館担当者に，自己検閲的な行動が見ら

れたという（6）。アレン（Alen，　Christine　M）は，

検閲と選書の間の明確な線引きは難しく，資料選

定を無意識に方向付けてしまう各種の要因に注

意深く向き合う必要があると述べている（7）。

　英語の図書については，学校図書館のコレクシ

ョン形成もしくはコレクション・マネジメントに

特化したものだけで，2000年以降の出版物に，次

の10冊（出版年順）が確認された。

St£phens，　Clalre　Gatrel　and　Frankhn，　Patncia．

8凶｛認伽町ア翻㏄1ゴo皿飽帽bμηθ盟‘ノノ召3’訪θわθ一

創゜偲．Santa　Barbara，］［五brahes　Unhnited，2012，　x，

71P．

Bishop　Key　1乃θ（泌θo翻oηρ卿邸azη加5（ぬ酪’

Ob盟（担ρ雄μ袈0掘0θ巳aη61励㎜a施η50鷹磯aη（ノ

1面㎜a施1η5∂㎜θ鼠Wbstport，］［且brahes　Unhrn・

ited，2007，　xx，269p．（4th　e（D．

Hof£ma㎜［，　Frank　W　and　Wood，　Richard　J．、翫㎞町

α泓θ6翻〇四ηθvθ1bp盟θη6描dθ9’8訪oo1五2肱㎜’θ9

θ加1・乙θaz加9伽oαmθ6b蛎θ澗．　Lanham，　Scare一

cmw　Press，2007，　xv五，205p．

Baumbach，　Do㎜a　J．　and㎜e葛㎞da　L．1お曲

加αθノ∂P蝦o孟捌8昭鹿ごowθθ曲85盈oo1五b昭町ア

ω必bo顔o鵬．　Chicago，　American　I五brary　Ass㏄ia一

tion，2006，　xi，194p．

KerbX　Mona．（掘θo施ηぬ副bμηθη61わr猛θθ酌oo1

五肱町ア」mθ曲」ρ澱卿」m／3」うθ脚θ酌8班鷹．Chi一

cago，　American　Ass㏄iation　of　School　I五brarians，

2006，而，53P．

Lare，　Gary　A．∠109曲g　aロ（ノ（㎎a血g　o㎜ヒ召一

1召」m」m∂ホθη抽’∂8盟漉∂ηゴ伽0孟0η・or畑5αZZ℃θ鼠

Lanham，　Scarecrow　Press，2004，　v五i，265p．

LukenbU1，　W　Bernard．6徳θo顔o盟ぬ曲μη碗か
aηθw（旭η6zzηロ勉功θ3cゐoo1五肱躍ア」mθ曲（旭ηホθ君

Wbstport，　Greenwood　Press，2002，皿，209p．

Hughes・HasseU，　Sandra　and　Manca11，　Jacquehne．

0昭θ0掘0皿加aη38θZηθ嘘」危望ア0召～治’1θ霞ρ0η必hg　60

猛θηθθdg　of／ba㎜齢．　Chicago，　American　I・ibrary

Association，2005，　xi罵103p．

D皿on，　Ken，　McGrego鵯JoX　and　Henri，　James　ed．

偬θ0施η加8η∂卵盟θη6伽θ励αガ五必燃゜㏄．Lan一

ham，　Scar㏄row　Press，2003，曲，372p．（revised
ed．）．

Dol，　Carol　Ann　and　Barron，　Pamela　Pe面ck．瞼η一

38加写aηゴaηa加Z加9アαZZα泓θ0謡OZ1’∂」ρ假0掘oa1

8u1施か㎝aZ1五ゐ㎜’θg　aηゴ8（ぬoo1」mθ凶2卿ホα8．

Chicago，　American　Hbrary　Association，2002，　vi，

93P．

このうち，・in’brary　Collectiαn　Develoρment
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1：b左d（碧；Less　is　more；・4cquin’ngandorgantzthg

oα盟切Zα加加a㎞挑はそれぞれ，コレクション

形成方針，除籍，カリキュラム資料（州の学習指

導要領，教科書，視聴覚教材等）に絞り込んで議

論しているが，それ以外の7冊は実践の参考にな

るよう意図されながら，理論的解説とともに，学

校図書館のコレクション形成に関連する内容を

広く論じている。用語としてはコレクション・マ

ネジメントよりも，コレクション形成がよく使わ

れている。また1冊の図書の中でそれらの用語は

明確に使い分けされているとみられる。コレクシ

ョン形成の方針；テクノロジーと新しいメディ

ア；知的自由の原則と検閲の問題；資料選定のツ

ールは必ず議論されている。

　このほかに，学校図書館のコレクション形成に

複数ページを割いている図書に，主として次の2

種類があった。それは，d．コレクション形成に関

する図書；e．学校図書館の運営に関する図書であ

る。dは基本的に，図書館晴報学のコレクション

形成に関する科目の教科書として採用されるこ

とが想定されていると思われる概説書のことで

ある。少し変わったものでは，Harper，　Meghan．

ROferencθ　sources　and　servi’ees　for　Youth．　New

Y（）rk，　Neal－Schuman　Pubhshers，2011，　xx，307p．

がある。これは子どもと青少年のためのレファレ

ンス資料のコレクションについて議論しており，

公共図書館の児童サービスと学校図書館のライ

ブラリアンがともに読者として想定されている。

一方でeは学校図書館の概説書である。これもま

た少し変わったものに，Simpson，　Carol　Mann　ed．

Ethies　in　school　k’branlanslvp・’a　reader．

Worthngt（）n，　Linworth，2003，　xi，164p．がある。

同書は“スクール”ライブラリアンとしての倫理

を主題としているが，守秘義務や学校図書館の管

理業務一般を議論しているほか，各所でテクノロ

ジーやインターネットを含めたコレクションの

形成に関わる倫理的な問題が議論されている。

4．まとめ

　日本語では学校図書館のコレクション形成に

焦点をあてた文献は極めて少なかった。ただ，「学

校図書館メディアの構成」の教科書では，学校図

書館の「コレクション形成」や「コレクション・

マネジメント」にあたる議論がされていた。しか

し，「構成」「構築」といった語は教科書によって

異なる形で使われていた。雑誌記事でも，「構成」

を近年も議論しており，時に静態的な印象を帯び

るかたちでそれが議論されていた。この教科名が

その後の日本語の学校図書館のコレクション形

成に関する議論に与えた影響は大きいと思われ
た。

　英語の文献でも，図書に限れば，学校図書館の

コレクション形成が議論されているのは，コレク

ション形成またはコレクション・マネジメントに

関する図書，そして学校図書館の概説書といった，

教科書としての採用が想定されていると思われ

る図書が多かった。しかし，英語の図書について

は，学校図書館のコレクション形成もしくはコレ

クション・マネジメントに特化し，現場で参照さ

れることを想定していると思われる図書が，2000

年以降の出版物に10冊，確認された。

　英語の文献で2000年以降に頻繁に議論されて

いるのは，電子資料をはじめとする多様な資料の

選定；知的自由の原則と検閲の問題；マネジメン

トの考え方である。また，これらすべてに関わり，

「方針」の策定の重要性が指摘されている。また，

多くの文献が，現場で活用できる，各種のツール

を紹介していた。

引用文献

（1）川崎良孝「学校図書館の検閲と生徒の知る権利：チェ

ルシー事件（1978年）の場合」『図書館界』55（4），2003．11，

p．194－206．など。

（2）西巻悦子「コレクションマネジメントの視点：学校図

書館の環境整備から」『学校図書館学研究』No．9，2007．3，

p．3－13．

（3）Brodie，Carolyn　S．‘‘A　HiStOry　of　Schoo1　library　Media

Center　Collection　Development，”7he　Emergin9　Slehoo1

五必堺漉曲伽紛ノ伽ご痂o訂鳶βαθβ3ηゴ伽！ρ㏄一
tives．　Latrobe，　Kathy　H，　Englewood，　Libraries　Unlimited，

1998，p．57－74．

（4）Johnson，　Peggy　Fundamentals　Ofeolleeinon　dθ吻o－

mθnt　and　managemen　t．　Chicago，　American　Library　As－

sociation，2009（2nd　e（1．），　P．1．

（5）「コレクション形成・管理とは何か」『コレクションの

形成と管理』三浦逸雄，根本彰共著，雄山閣，1993（講座図

書館の理論と実際　第2巻），p．11－26，　p．16．

（6）Ric㎞an，　Wendy．‘‘A　Study　of　Self－Censorship　by

School　Librarians，”　Schoo1　五ibraiア　」配esearch．Vol．　13，

2010＜㎜．ala．org／aasYslrlvolume13／rickman＞．

（7）Alen，　Christine　M．“Are　We　Selecting？Or　Are　We

Censo血9？”YoungAdtzlt　Ltbraζ7　Serva’ees．　Vol．5，　Issue

3，Sp血g　2007，　p．5－5．

一 108一


